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要  旨 

 

 

本資料では，過去の船舶に関する事故報告データ（運輸安全委員会船舶部門による約12年分の報告書）

から，船舶単独事故のうち「岸壁・護岸等との衝突」した事故（全618件）を抽出し，港湾の計画・整

備・維持管理等に関する施策検討の基礎資料とすることを目的として，船舶の係留施設への衝突事案を

対象に基礎的な分析を行った．得られた知見は以下のとおりである． 

船舶の係留施設への衝突事故に着目すると全565件のうち着岸時の発生が約7割と多数を占め，また，

全事故案件の6割以上が風を要因としたものであった．船舶の係留施設への離着岸時に風の影響により

発生する衝突事故は288件発生していたが，海側から陸側に向かって風が吹く場合に5割強と多く発生す

る一方，船首側からの風向時には事故は少なくなる傾向が認められた．   

船舶が係留施設本体に衝突したケースは478件存在し，多くの場合，コンクリートの部分的な欠損や

擦過傷等に損傷は留まり，港湾機能への影響が及ぶと判断される案件は約8%の40件と比較的少なかっ

たものの，その殆どのケース(36件)で鋼管杭や矢板本体，スリット等の主要構造部材の損傷が認められ

た．また，港湾機能に影響が及ぶと判断される案件40件のうち約1/3の13件は船体のバルバス・バウが

係留施設本体に衝突しており，岸壁本体の大規模な損傷にバルバス・バウの衝突が関与しているケース

が比較的多いことが示された．さらに，係留施設の構造形式別に港湾機能に影響が及ぶ案件の発生割合

を分析すると，重力式と矢板式がそれぞれ約5%であったのに対し，杭式では約10%と相対的に高い値を

示し，杭式は重力式や矢板式に比較して，船舶の衝突に対しては相対的に脆弱であることが示された．  

 船舶が係留施設の付帯設備に衝突したケース207件のうち港湾機能に影響が及ぶと判断されるケー

スが約57%にあたる118件存在したが，損傷の対象やパターンは多岐にわたっていた．特に, ガントリー

クレーンへの船体の衝突案件10件では全案件で港湾機能への影響が及ぶと判断され，クレーンへの衝突

は最も避けるべき衝突形態の一つであることがわかった． 
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Synopsis 

 

In this study, we analyze 618 JTSB (Japan Transport Safety Board) reports for the past 12 years, 

focusing on accidents involving vessel collisions with mooring facilities in Japan. The main purpose 

is to organize a basis for formulating countermeasures in various stages including the plan, design, 

and maintenance of port facilities. 

The findings are as follows: 

・About 70% of the 565 collisions with mooring facilities occurred in the docking process. In more 

than 60% of all collisions, one factor of the collision was wind. In the 288 cases that occurred in 

docking or undocking processes and which were also influenced by wind as a factor of the 

collision, 55% of the collisions occurred when the wind blew from the seaward side to the mooring 

facility side, and only 11% occurred when the wind blew from the forecastle side.    

・There were 478 cases in which a ship collided with the main body of a mooring facility. In many 

of these cases, the damage was mainly surface scratches or partial loss of concrete, and was not 

very severe. We characterized only 40 cases (8%) as cases that influenced port functions, and in 

most of these cases (36 cases), the severe damage was of main structures such as steel pipes, steel 

sheet pipes, and slit caissons. One-third of the cases that influenced port functions involved the 

bulbous bow of a ship colliding with the main body of a mooring facility. The ratio of appearance 

of cases that influenced port functions in collisions with the main body was about 5% for gravity 

quay wall structures and steel sheet pile structures, and about 10% for steel pipe structures, 

indicating that steel pipe structures are not as sturdy as the other two types of structures. 

・There were 207 cases in which a ship collided with an auxiliary structure of a mooring facility, 

118 of which (57%) corresponded to cases that influenced port functions. This ratio is high 

compared with the ratio for collision with the main body, and the subjects and patterns of damage 

are various. All of the collisions with container gantry cranes (10 cases) were cases that influenced 

port functions, and cable reels were damaged in 8 out of 10 cases. 

 

Key Words: ship collision, mooring facilities, types of quay walls, ancillary facilities, winds, bulbous 

bow 
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1． はじめに 

 

1．1 背景 

船舶の係留施設への衝突に起因する施設本体やコンテ

ナガントリークレーン（以下ガントリークレーンとする）

などの付帯設備の損傷により，長期間にわたり係留施設

が利用できなくなる事例や，台風等による船舶の走錨に

より船体が臨海部橋梁に衝突し，港湾の物流や人流に大

きな影響を及ぼすような事故事例が近年散見される．図

-1.1 に船舶の係留施設への衝突のイメージ図を示すが，

船体側面が施設側面と衝突するのみならず，船体の舳先

やマストが係留施設上部のガントリークレーンと衝突す

るケースや船体のバルバス・バウ（球状船首）が水中部

で桟橋の鋼管杭に衝突して鋼管杭の座屈に至るなど，水

中部での衝突によって大規模な損壊に至るケースも多く

存在する．一方，船舶の損傷事例を写真-1.1 に示すが，

バルバス・バウの圧壊や船側部の破口，擦過傷に至るま

で船舶側の損傷の形態も多様である． 

これらの衝突事故の発生を抑制し，被害の軽減を図る

ためには，港湾施設の整備・管理側の視点に基づく分析

を行い，港湾施設の計画，設計，事故復旧，維持管理な

ど，各ステージにおける対策につなげていくことが重要

である．しかしながら，このような視点に立ち，港湾周

辺における船舶の衝突事故の実態を把握し，その分析を

行った検討・研究事例は数少ない． 

 

1．2 本資料の目的及び構成 

以上の背景のもと，本資料では船舶や航空機，鉄道の

事故等について，再発防止を目的として事故の概要や原

因についてとりまとめ，web でその内容が公表されてい

る運輸安全委員会（船舶部門）の約 12 年の期間の事故調

査報告書 1)（以下，ことわり書きがある場合を除き「事

故調査報告書」とする）から，船舶単独事故のうち「係

留施設・護岸等との衝突」を抽出し（全 618 件），船舶

の係留施設（一部護岸含む）への衝突事案を対象に基礎

的な分析を行い，船舶の係留施設への衝突事故の実態に

ついて明らかにすることを目的とした．これらの結果は，

船舶事故の発生の抑制や被害軽減のためのさらなる検討

を行うための基礎材料としての活用を期待するものであ

る． 

本資料の構成を示す．まず，2．では，船舶事故発生時

の諸手続や既往の研究事例，船舶の係留施設への衝突事

故に関する既往データを紹介した上で，本資料の分析対

象である事故調査報告書の概要と事故データの整理方法

を説明する．また 3．では，係留施設への衝突事案のデー

タを用いて，船舶の係留施設への衝突事故の実態を，船

舶側と係留施設側のそれぞれの損傷に着目し，包括的に

整理・分析する．次に，4．では，係留施設の離着岸時の

衝突事故における接岸方向（左舷，右舷接岸）や風・潮

流が及ぼす影響を中心に分析する．最後に，5．では，分

析結果をまとめるとともに，今後に向けた検討課題を示

す． 

 

 

2． 基礎情報，既往研究及び対象データ 

 

2．1 船舶の事故に関する手続など 

(1) 海上事故の一般手続 

海上事故（船舶）発生時の一般的な手続を，図-2.1に

示す． 

港内での事故に関しては，海上交通安全法第39条と港

則法第25条に，船舶側が実施すべき応急の措置や通報等

の規定がなされている．海上交通安全法第39条では，東

 

図-1.1 船舶の係留施設への衝突のイメージ 

 

 
(a)船側部の破口    (b)バルバス・バウの圧壊 

 

 
(c)舳先側面部の損傷    (d)船側部の擦過傷 

写真-1.1 船舶の損傷事例（文献 1)より） 

球状船首
港湾施設水中部

船舶舳先

マスト

クレーンアーム（アウトリーチ）

クレーン脚部、付属品（ケーブルリール等）

船橋

マスト

岸壁本体・付帯設備船体本体・付属物
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京湾，伊勢湾，瀬戸内海等の輻輳海域（港則法の港域及

び港湾法の港湾区域等は除外）での事故等についての通

報義務が規定されている．具体的には，「海難により船

舶交通の危険が生じ，又は生ずるおそれのあるとき」に

「当該海難に係る船舶の船長による標識の設定等危険予

防策を遅滞なく図った上での海上保安庁長官への通報」

が義務づけられている． 

一方，海上交通安全法第 39 条の対象とはならない港域

等のエリアに関して，港則法第 25 条で「港則法港域内又

は港の境界付近において発生した海難により他の船舶交

通を阻害する状態が生じたとき」において「当該海難に

係る船舶の船長による，標識の設定等危険予防策を遅滞

なく図った上での港長や管区海上保安本部の事務所の長

への報告」が義務づけられている． 

また， 上述した海域の内外を問わず， 船員法第19条の

規定により「船舶の衝突，乗揚，沈没，滅失，火災，機

関の損傷その他海難が発生したとき」における「船長の

国土交通大臣への報告」が義務づけられている．ただし，

本規定を含め外国船舶については省令で定められている

船舶以外は原則船員法の対象外である他，日本船舶につ

いても総トン数5t未満の船舶や湖，川，港のみを航行する

船舶，総トン数30t未満の漁船，プレジャーボート等は除

外されている．つまり，一般論として外航船や小型内航

船等については海難時においても他の船舶交通の阻害等

が発生しない場合，事故発生時に保安庁等への報告はな

いものの，民法第709条「不法行為による損害賠償」に基

づく民事事案として保険会社等が船舶間で交わされる現

認書に基づいて処理されている案件も存在するものと思

われる．  

 

(2)港湾における事故発生状況 

前述したように， 本資料では運輸安全委員会の船舶

部門の事故調査報告書データを活用した検討を行うが，

対象案件の抽出方法については，係留施設への衝突事故

 

図-2.1 海上事故（船舶）発生時の一般的な手続（関係法令を基に著者作成） 

船員法非適用船舶

総トン数5t未満の船舶

湖、川、港のみを航行する船舶

総トン数30t未満の漁船（政令で定めるもの）

スポーツまたはレクリエーションの用に供するヨット、モータボート等

（船員労働の特殊性が認められないもので省令で定めるもの）

船員法適用船舶

船舶の衝突、乗揚、沈没、
滅失、火災、機関の損傷そ
の他海難が発生したとき

国土交通大臣にその旨報告
（※地方運輸局等→海難審判所）

船員法第19条

（船員法第1条）

保険会社

海難により船舶交通の危険が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、当該海難に係る船舶の船長は、できる限り速やかに、
国土交通省令で定めるところにより、標識の設置その他の船舶交通の危険を防止するため必要な応急の措置をとり、かつ、
当該海難の概要及びとつた措置について海上保安庁長官に通報しなければならない。

海上交通安全法第39条（海難が発生した場合の措置）

第24条（海難の発生の通報）

保
安
庁

第28条（審判開始の申立て）

海難審判法

理事官が全数の内
審判開始案件とし
て選定しているの
は約3割

その他、海難届出証明発行（自治体等）、110番（地元警察）、118番（保安庁/救助要請等）からの連絡

裁決に基づく懲戒
約300件/年

海難事故のうち、海
難審判所に立件され
ない案件も多数存在

第25条（理事官による調査）

事故発生

港内又は港の境界付近において発生した海難により他の船舶交通を阻害する状態が生じたときは、当該海難に係る船舶の船長は、
遅滞なく標識の設定その他危険予防のため必要な措置をし、かつ、その旨を、特定港にあっては港長に、特定港以外の港にあつて
は最寄りの管区海上保安本部の事務所の長又は港長に報告しなければならない。

港内

港則法第25条（第五章 水路の保全）

現認証等

港則法の港域及び港湾法の港湾区域は除外

（海難審判所による）立件件数約1000件/年

海難審判所（理事官）

２ 海上保安官、警察官及び市町村長は、海難が発生したことを知つたときは、直ちに管轄す
る海難審判所の理事官にその旨を通報しなければならない。

理事官は、この法律によって審判を行わなければならない事実があつたことを認知したとき
は、直ちに、事実を調査し、かつ、証拠を集取しなければならない。

理事官は、海難が海技士若しくは小型船舶操縦士又は水先人の職務上の故意又は過失によって発
生したものであると認めたときは、海難審判所に対して、その者を受審人とする審判開始の申立
てをしなければならない。ただし、理事官は、事実発生の後五年を経過した海難については、審
判開始の申立てをすることはできない。

東京湾、伊勢湾、瀬戸内海等の輻輳海域

日本船舶又は日本船舶以外（船舶法施行規則第1条で定めるものに限る）のうち

主に内航船等
主に外航船・小型船等

運輸安全委員会
への通報

運輸安全委員会設置法

第21条（事故等の発生の通報）

国土交通大臣は、船員法第十九条の規定により船舶事故等について報告があつたとき、又は船舶事故等が発生したことを知つたときは、
直ちに委員会にその旨を通報しなければならない。
２ 海上保安官、警察官及び市町村長は、船舶事故等が発生したことを知つたときは、直ちに委員会にその旨を通報しなければならない。
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案件を抽出するため，運輸安全委員会の船舶部門の全事

故調査報告書のうち，2008 年 10 月から 2019 年 12 月ま

でに公表された報告書（11,944 案件）で，さらに「船

（単：船舶単独）事故」に分類される事案を抽出した

（全 1,393 案件）．次のステップとして，その中から

「係留施設（565 件），護岸等（53 件）」への衝突案件

を抽出し（618 案件），これを分析対象とした．なお，

618 件中には 4 件と少数ではあるが海外事故案件が含ま

れる． 

運輸安全委員会報告書としてとりまとめられる対象事

故案件は，海上保安庁等から通報があった案件を主な対

象としている．図-2.2 に，海上保安庁出動事案等に関す

る船舶事故の概況を示す． 

保安庁の出動案件は，年間約 2,000 隻（隻数ベース）で

ある．一方，運輸安全委員会（船舶部門）の事故件数は

約 1,000 件である．この数字の違いは，保安庁案件数が

隻数ベース，運輸安全委員会が事故件数ベースでの値で

あることによると考えられるため，保安庁出動事故案件

と運輸安全委員会の事故調査報告書作成案件は概ね合致

していると推察される．また，事故の約 4 割（保安庁の

隻数ベース約 800/約 2,000 隻）が港内で発生している．

そして，船舶単独事故の割合は全体の約 13%程度，係留

施設・護岸への衝突案件は全体の約 6%（いずれも運輸安

全委員会案件数ベース）程度である． 

つづいて，図-2.3 に，船舶単独事故案件数（事故調査

報告書数）の経年推移と，さらにその中から係留施設，

護岸への衝突案件数の経年推移 1)を示す． 

いずれも，2010 年前後をピークに減少傾向にあるが，

岸壁・護岸等との衝突件数は近年でも年間数十件程度で

推移している． 

  

(3) 操船に係わるステークフォルダーと実施業務 

入港・出港時に水先人が本船に乗り込んで本船を嚮導

（きょうどう：先に立って案内することを指す）するケ

ースや離着岸時等において大型船等の操船支援を行うケ

ース等における事故が散見された．以下，船の操船に関

する主なステークフォルダー及び実施業務について簡単

に触れる． 

 

a)水先人 

水先とは，一般に，船舶の輻輳が激しい港内で，安全

かつ円滑な通航や係留施設への離着岸のために，水先区

において水先人が船舶に乗り込み，当該船舶を導くこと

を示す行為をいう．国内では水先法で具体的な規定がな

されており，水先人を船舶に乗り込ませなければならな

い強制水先区について，水先法第 35 条に規定されるとと

もに，その対象（港及び水域の名称及び区域）が水先法

施行令第 4 条に規定されている．具体的には横浜川崎区，

横須賀区，東京湾区，伊勢三河湾区，大阪湾区，備讃瀬

戸区，来島区，関門区，佐世保区，那覇区とされており，

その対象船舶は水先法第 35 条により原則として総トン

数 1,000 ㌧以上の日本船舶，総トン数 300 ㌧以上の外国

船籍や外国と行き来する日本船舶であるが，水先法施行

令第 5 条において，強制水先区ごとに水先人の同乗が義

務づけられる船舶の対象（船主やトン数）について，特

 

図-2.3 年毎対象事故発生数推移 
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注）2019年12月時点における公表分までを対象

件
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図-2.2 海上保安庁出動事案等に関する事故数の概況 

海上保安庁事故件数の平均値は2011～2015年平均、 運輸安全委員会事故件数の平均値は2009～2017年平均）

海上保安庁出動
全船舶事故

約2000隻/年 うち、港内事故 約800隻/年

うち、船（単）事故 131件/年

運輸安全委員会
全船舶事故

約1000件/年

船（単）事故のうち「係留施
設、護岸等」に関わる事故

57件/年

船舶間の事故

船舶と消波ブロック、
防波堤との衝突

・

・

船舶と消波ブロック、防波堤、
海洋生物（鯨）等との衝突

・

（※

運輸安全委員会は保安庁からの情報等を基に調査を実施
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例が別途定められている区域が存在する（特例を反映し

た水域及び強制トン数を表-2.1 に示す）．併せて，水先

法第 35 条において，船長に当該水域等での一定以上の操

船経験がある場合（施行令第 22 条において定める条件を

満たす場合）には，当該水域での水先人同乗の義務は免

除されることとなる． 

 

b)タグボート 

タグボート（曳船（引船），押船）は，船舶の離着岸

を補助するための船舶である．特に，大型船の係留施設

への着・離岸時の補助や狭隘な水域等での回頭等の視点

で重要な役割を果たす． 

 なお，タグボートに類する補助船舶は，港湾法におい

て港湾施設（港湾役務提供用移動施設：船舶の離着岸を

補助するための船舶）として位置づけられている．  

 

2．2 船舶の係留施設への衝突事故に関する既往研究 

 船舶の港湾構造物との衝突事故に関する代表的な既往

研究としては，神戸商船大学の久保らによる「海難審判

庁の裁決録における船舶と港湾構造物との衝突に関する

基礎的研究」2)が挙げられる．本研究では，1977年から

1996までの海難審判庁の裁決録を用いて，事故船舶の船

種，総トン数，対象衝突物，衝突速力，衝突角度，損害

内容等の項目について分析が行われている．分析の結果，

係留施設との衝突では「0から2ノット（以下ktとする）ま

での速度域での衝突に集中」，「 6ktまでの低速での衝突

が多い」，「後進中の衝突も発生も含めて係留施設との

衝突角度は幅広く分布」，「衝突原因は不適切な操船が

多い」という結果が示されている．  

船舶の事故については，運輸安全委員会が事故概要や

事故要因を調査し，その結果を事故調査報告書として定

期的に取りまとめている他，同委員会では定期的に「運

輸安全委員会ダイジェスト」3)を発出し，船舶部門におい

ては各船舶種別の事故防止策や船内作業等での死亡事故

の防止策などについて取りまとめている． 2016年に発行

された第21号では，旅客船を対象に係留施設との衝突を

含む単独事故に関する分析が部分的に取り上げられてい

る． 

以上のように，これまでの事故分析は船側の視点でま

とめられたものはいくつか挙げられるが，文献2)おける

船舶の係留施設への衝突速度や衝突角度の分析以外に，

係留施設側からの視点を考慮して分析されたものは見当

たらない． 

 

2．3 船舶の係留施設への衝突事故に関する既往データ 

船舶の係留施設への衝突に関するデータとしては，運

輸安全委員会の事故調査報告書のほかに，P&I ロスプリ

ベンションガイド，国有港湾施設毀損事故報告書等が挙

げられるが，その特徴を比較したものを表-2.2 に示す． 

以下，各データについての概要や特徴を示す． 

 

(1)運輸安全委員会事故調査報告書 

 運輸安全委員会の事故調査報告書 1)は，事故原因の分

析及び再発の防止を目的として刊行されるものであり，

参考文献に記した Web にて公表されている．事故の概要

や再発防止策などは勿論のこと，事故に至るまでの経緯，

 

表-2.1  強制水先の対象となる水域及び対象船舶 

 

資料：水先法第 35 条, 水先法施行令第 4 条及び第 5 条を基に作成 
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すなわち風や潮流等の自然条件や操船の具体的状況につ

いて，詳細な情報が盛り込まれている． 一方で，係留施

設の損傷状況は具体的な記述がなされていないものも散

見されるとともに，施設の損傷状況の記述がなされてい

るものでも施設の損傷によってターミナルがどのくらい

の期間閉鎖されたか，あるいは，施設の損傷の復旧のた

めの工法やコストに関する情報は掲載されていない． 

 

(2) P&I ロスプリベンションガイド 

 P&I ロスプリベンションガイドは，船舶保険を扱う民

間企業が加入している日本船主責任相互保険組合が民間

の船舶保険で対応（クレーム処理）した案件について，

統計的処理により事故の傾向の分析を行い，事故防止策

等についてまとめたものである．対象案件としては海上

保安庁出動案件等がベースとなっている運輸安全委員会

の事故調査報告書掲載案件よりも多くの案件を対象とし

ていると考えられる．これは，道路上の車の事故発生時

には警察への通報が義務付けられているが，海上の船舶

事故の場合は図-2.1 で触れたとおり，主に外航船や小型

内航船等については海難時においても他の船舶交通の阻

害等が発生しなければ保安庁等への通報（118 番通報）の

義務はなく，事故対象船舶の船長同士が交わした現認書

に基づいて，保険処理を行うことがあるためである．  

また，個別事案に関する情報は，顧客情報でもあるた

め基本的には P&I ロスプリベンションガイドにおいては

取扱っておらず，内容は全体的な傾向や対策等について

の記述にとどまっている． 

 なお，日本船主責任相互保険組合の発出する P&I ロス

プリベンションガイドの 31 号及び 32 号（2014 年 6，7 月

発行）4)において，「港湾設備損傷防止と港内操船（パー

ト 1 及びパート 2）」として外航船，内航船別に大まかな

設損傷個所（係留施設，防舷材，ブイ，その他の 4 分類）

及び船種別事故発生件数等に関する 2007 年から 2013 年

の 6 年間のデータが資料としてまとめられている． 

 

(3)国有港湾施設毀損事故報告書 

国有財産毀損報告書は，国有施設に毀損が生じ， その

損害見積額が 500 万円を超える場合において，国有財産

を管理する各省各庁の長が財務大臣に対し， 国有財産法

施行令第 19 条に基づく通知を行う際に用いる報告書で

あり， 当該財産の台帳記載事項， 滅失又は損傷の原因，  

当該国有財産の区分， 数量及び被害の程度， 損害見積価

額及び復旧可能なものについては復旧費見込額， 損傷し

た財産の保全又は復旧のためにとった応急措置に係るデ

ータから構成される． 一方， 事故に至る経緯等に関する

情報は記されていない． 

 

表-2.2 船舶の係留施設への衝突事故に関するデータ比較 

 

運輸安全委員会報告書《船舶分野》 P&Iロスプリベンション・ガイド 国有港湾施設毀損事故報告書

運輸安全委員会 日本船主責任相互保険組合 各地方整備局

個別事故毎 全体データの分析（統計的） 個別事故毎
全体データの分析（統計的）

写真 載っているケースも存在（頻度低） 個別事例が紹介されるケースも
復旧方法 なし
復旧費用 なし

操船に関する情報は豊富、AIS等航
跡データも一部掲載

全体データの分析（統計的）

風 強さ、方向データ 全体データの分析（統計的）があ
波 記載のあるケースも多い
潮 上、満潮、下、干潮 なし

具体的な操船状況・航跡等、船舶
関係のデータは充実している

風、視界条件等の自然状況も豊富

事故の再発防止の視点でまとめら
れており、港湾施設の被害・復旧に
関するデータに十分ではないケース
が多い

個別案件に関するデータが記載
されることは希

国有財産毀損報告書は，国有施
設の損害見積額が500万円を超え
る場合において，国有財産を管理
する各省各庁の長が財務大臣に
対して通知をするものである．通知
は，国有財産法施行令第19条に
基づき行われる．

（通知の内容）
・当該財産の台帳記載事項
・滅失又は損傷の原因
・当該国有財産の区分、数量及び
被害の程度
・損害見積価額及び復旧可能なも
のについては復旧費見込額
・損傷した財産の保全又は復旧の
ためにとった応急措置

古いケースでは被害の有無すら不
明のケースも(最近の報告書は改
善)

操船情報

自然状況

日本船主責任相互保険組合加入
会社の保険対象案件（クレーム案
件）が対象となっており運輸安全
委員会報告書案件よりも対象は
大きいと思われる一般事項

資料名

作成主体

特徴

資料構成

港湾施設
の被害状

況
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2．4 本資料の対象データ及び整理方法 

(1) 対象データ 

本資料では，1.2 でも触れたように運輸安全委員会の

事故調査報告書データ 1)約 12 年分の中から，船舶単独事

故のうち「岸壁（係留施設）または護岸と衝突したもの」

を抽出し（全 618 件）分析の対象としており，それ以外

の資料から収集したデータを補完して両者を統合してい

る．具体的には表-2.3 に示すデータ項目について分類・

整理を行い分析することとした．その際，大分類として，

「事故全般」「自然条件」「船舶」「係留施設等」に分類

し，さらに「係留施設等」は「係留施設」「護岸」「漁港

施設」に細分類を行った． 

なお，参考として付録 A に全 618 件の対象案件の運輸

安全委員会の事故調査報告書での事故案件名，公表日時，

事故発生日時，案件分類に関するデータを一覧表で付し

ている． 

 

(2)整理方法 

具体的なデータの整理方法について説明する． 

運輸安全委員会の事故調査報告書においては，定型フ

ォーマットに 事故種類等，発生日時，発生場所，事故

等調査の経過，事実情報（船種船名，総トン数，船舶番

号，船舶所有者等），乗組員等に関する情報，死傷者

等，損傷（本船，係留施設），事故等の経過，気象・海

象，その他の事項，分析（乗組員等の関与，船体・機関

等の関与，気象・海象の関与，判明した事実の解析），

原因，及び関連する参考情報が順に掲載されている．参

考情報としては，事故による船体，係留施設の損傷状況

の写真や AIS 航跡データ等（両者とも一部のケース）

が掲載されている． 

今回の基本データの整理では，運輸安全委員会の事故

調査報告書の定型フォーマットより表-2.3 に示した項

目の記載内容を引用した．また，該当する情報が事故調

査報告書に記載されていれば，全て読み取りデータ化を

図った（写真及び AIS データ等を除く）．ただし，全て

の事故案件について上述したデータ項目のデータが網羅

的に掲載されている訳ではなく，事故調査報告書によっ

ては掲載されているデータ項目が一部欠落しているケー

ス等も存在している．  

 また，運輸安全委員会の事故調査報告書以外の資料か

らのデータ抽出については以下の通りとしている．  運

輸安全委員会の事故調査報告書には，係留施設側の構造

形式や施設所有者（公共，民間等）などの情報が掲載さ

 

表-2.3 本資料で整理した対象事故にかかわるデータ

 

 

運輸安全委員会報告書から
引用したデータ

左記以外から
引用したデータ

事故発生日時, 港湾名, 港種, 発生
場所（詳細）, 施設名, 事故の概
要, 死傷者, 事故原因, 事故発生時
の状況（着岸, 離岸, 係留, 荷役,
航行, 操船補助）, 走錨関連情報
（走錨速度, 錨鎖延長, 錨泊の形態（単錨泊・
双錨泊）, 錨泊地水深, 圧流速度）

港湾計画図
（事故発生地点が港湾区域内外どちら

かの判別等に使用）

Google Maps
（発生場所データに含まれる緯度経度
情報や距離情報等から発生場所の確

認を行う場合等に使用：無料の機能の

みを使用）

風向・風速, 波浪, 潮流, 潮位, 天
候, 視程

港湾統計（年報）平成30年
（甲種港湾入港隻数を分析に活用）

船種, 総トン数, 全長, 積載状態,
損傷箇所, 損傷形態, タグボート
（隻数含む）、水先人嚮導の有無

岸壁
（係留施設）

施設所有者
（国, 港湾管理者, 民間）

損傷の具体像

諸元（水深, 延長）,
構造形式
（重力式, 矢板式, 杭式（桟橋式, ドル
フィン）, 浮桟橋（ポンツーン））

漁港施設
（岸壁, 護岸）

損傷の具体像 水産庁漁港一覧
（漁港の確認に使用）

護岸 損傷の具体像

船舶

係
留
施
設
等

自然条件

事故全般

データ
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れていないケースがほとんどであるため，以下に示す資

料からデータを収集し，事故調査報告書データとの突き

合わせを行い，基本データの整理を行った． 

 具体的には， まず，Google Maps5)を活用して事故調

査報告書の事故発生場所（詳細データ）に含まれる緯度

経度情報や距離情報から事故発生個所の詳細箇所を確

認・特定し，民間施設等の事故発生地点が港湾区域の内

外であるかの確認のために「港湾計画図」を活用した．

また，漁港の確認のために水産庁漁港一覧 6)を併せて活

用した． 

また，公共港湾施設の構造形式等の諸元については，

国総研資料「係留施設における構造形式等の基礎的デー

タに関する整理」7)のデータを活用し，係留施設の水深や

構造形式等について事故調査報告書データとの結びつけ

を行った． 

 

 

3．船舶の係留施設への衝突事故の実態及び分析 

 

本章では 2．3 で述べたデータを用いて分析を進めた

結果を示す．  

 

3．1 事故全般に関する実態 

(1) 衝突事故の形態 

図-3.1 に事故発生時の船舶の状態を示す．船舶の状況

は，以下の分類とした． 

着岸時*： 船舶が係留施設又は護岸に着岸しようとし

ている状態 

係留中： 船舶が係留施設又は護岸に係船索等で係留

されている状態 

離岸時*： 船舶が係留施設又は護岸から離岸しようと

している状態 

航行中*： 船舶が航路等を航行中の状態 

補助操船時：   タグボート等が艀や作業船を曳航した

り， 大型船等の離着岸時の操船を支援

している状態 

錨泊・漂泊時： 船舶が荒天回避や待機などのため

に，錨を海底に降ろし錨泊または漂

泊している状態 

（*水先人が同乗している場合と，同乗していない場

合の両ケースを含む．） 

 

図-3.1(a)に示すように，船舶と係留施設または護岸へ

の衝突案件は 618 件であるが，そのうち係留施設との衝

突案件は 565 件（91%），護岸との衝突案件は 53 件（9%）

である．図-3.1(b)より，係留施設との衝突事故は，着岸

時に発生することが圧倒的に多いことがわかる（約 7 割）．

離岸時の事故も 14%を占め，着岸時と離岸時を合わせる

と 86%を占めている．また，航行中に着岸予定ではない

係留施設に衝突するケースも 1 割弱存在する．一方，護

岸については（図-3.1(c)），係留する予定のない護岸（護

岸は，一般的には船舶の係留機能はない施設）に，航行

 
(a)全体（係留施設，護岸，計 618 件） 

 

 

(b)係留施設（計 565 件） 

 

(c)護岸（計 53 件） 

図-3.1 事故発生時の船舶の状況 
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中の船舶が衝突してしまうケースが多いことがわかる

（約 8 割）． 

 

 (2)事故の発生要因 

表-3.1 に，今回対象とした衝突案件（618 件）につい

て， 事故調査報告書における事故原因項目などをもとに

事故発生要因を整理した結果を示す． 

まず， 大分類として不適切な操船によるものが支配的

な要因であり，594 件（96%）と圧倒的に多数を占める結

果であった．その他の要因として，機関等の故障による

ものも約 1 割存在した， 

不適切な操船の内訳としては，風の影響を受けたもの

が全事故案件の 6 割を超えており， 衝突事故に及ぼす影

響は大きいことがわかる．なお，船舶の減速不十分によ

るものが約 1 割，潮流，波等の海象に起因するものもそ

れぞれ約 8%，3%存在した． 

さらに風に着目した整理として，船舶の状況別に風の

影響を受けて事故に至った案件の割合を図-3.2 に示す．

図より，着岸時，離岸時，係留・荷役中，操船補助時と

係留施設の近傍で発生する事案においては 6 割以上の案

件で風が影響していることが分かる．また，錨泊・漂泊

中の事案では全ケースで風の影響を受けている．一方，

通常の航路等を航行中の場合は，風の影響を受けた事案

は 15%と相対的に低い値を示した．航路等での航行は，

係留施設近傍での操船や錨泊・漂泊中の操船に比べて，

風の影響があっても操船性がある程度保たれるためであ

ると推察される． 

 

 (3) 死傷者発生事故 

図-3.3 に船種別，船舶トン階級別の死傷者発生事故

の件数，割合を示す． 

表-3.1 事故発生要因 

 

うち機関故
障等船舶
側要因と
の重複

うち岸壁
側要因

との
重複

不適切な操船 594 37 4 96.1%
風の影響 378 29 2 61.2%
減速不十分 68 3 0 11.0%
潮流 50 0 0 8.1%
波（波浪・風波） 20 0 0 3.2%
うねり 11 0 0 1.8%
他船の航走波 10 0 0 1.6%
台風 6 0 0 1.0%
視界制限 12 0 0 1.9%
居眠り 13 0 0 2.1%
飲酒 3 0 0 0.5%

135 7 2 21.8%
61 - 0 9.9%
24 - - 3.9%
4 0 - 0.6%
0 - - 0.0%

618 - - 100.0%
※複数の事故要因が重複しているものも存在

※「うち機関故障等船舶側要因との重複」の列の「不適切な操船」における「個別要
因」「上記要因に特定できないもの」の合計値は39件と不適切な操船欄の件数37件を
上回るが、これは「風の影響」「減速不十分」「機関等船舶側の故障」の3要因が同時
に発生しているケースが2件存在するため

合計（重複を除いた件数）

各要因該当件数 各要因該
当件数の
全件数

（618件）
に占める

割合

事故要因

うち単独要因（重複なし）

うち単独要因（重複なし）

上記要因に特定できないもの
機関等 船舶側の故障

岸壁側要因有

個
別
要
因

 

図-3.2 船舶の事故状況と風の影響 
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(a)船種別           

      

(b)船舶トン階級別 

図-3.3 死傷者発生事故の状況 

プレジャーボート

（モーターボート, 水上バイク

含む）, 27, 45%

漁船, 11, 18%

旅客船

（交通船, 遊覧船, 遊漁

船等含む）, 9, 15%

フェリー, 5, 8%

タグ

（押船・引船）,
2, 3%

貨物船, 1, 2%

タンカー

（ケミカルタンカー含む）, 1, 2%

はしけ・バージ

（台船）, 1, 2%
作業船, 1, 2%
水先船, 1, 2%

その他, 1, 2%
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今回の分析対象とした事故案件 618 件において，全 59

件の死傷者発生事案（負傷者または死亡者が発生した案

件（両者の同時発生含む））が発生しており，そのうち

4 件が死亡者発生事案であった． 図-3.3(a)より，モー

ターボートや水上バイクを含むプレジャーボートにおけ

る事案が，全体の半数程度（45%）を占めていることが分

かる．それに，漁船（18%），旅客船（交通船，遊覧船，

遊漁船等：15%），フェリー8%の順での発生件数となり，

これら 4 分類で全体の 9 割弱を占める． 

図-3.3(b)からは，トン数別では 5t 未満（55%），5～

20ｔ未満（22%）と 20t 未満の船舶が全体の 3/4 以上を占

めており，小型船舶での死傷事故が多いことがわかる．

なお，1,600 総トン以上の船舶では，死傷者発生事案は見

られない． 

 死亡者発生事案は全体で 4 件確認されており，いずれ

も 5ｔ未満の船舶での案件あり，船種別ではプレジャー

ボート 3 件，漁船 1 件での事案であった．このうち 3 件

は護岸等との衝突で発生する一方， 係留施設との衝突も

1 件ドルフィンにおいて発生している． 

 

 (4) 事故の発生地域 

図-3.4 に，国内の衝突事故（海外事案の 4 案件を除い

た 614 件）の地域別衝突事故発生件数及び事故発生件数

の地域別の人口比を示す．なお，地域区分は国交省地方

整備局の管轄区域に基づき分類しているが，福井県は北

陸，秋田県・山形県は東北（日本海）に分類している．

また，瀬戸内海隣接県として大阪府，和歌山県，兵庫県，

岡山県，広島県，山口県，福岡県，大分県，愛媛県，香

川県，徳島県を選定し，近似的に瀬戸内海での事故発生

に関する分析も併せて行った． 

運輸安全委員会が取り上げた事故の件数は，近畿，中

国，九州，四国での事故発生件数が多く，北陸，中部，

東北での発生件数が相対的に小さい値を示している．ま

た，地域別事故発生件数を各地域の人口で除した値につ

いては，中国， 四国，沖縄で高い値を示しており，特に

中国, 四国では瀬戸内海での値が高いことが伺え，対人

口比では瀬戸内海や沖縄での事故案件が多く取り上げら

れているといえる． 

 

(5) 事故発生の月・曜日・時間帯別分布 

事故発生の頻度分布について，月，曜日，時間帯ごと

に分類したものを図-3.5 に示す．事故発生の絶対数での

比較ではあるが，月別では 12～1 月の冬季，次いで 3～4

月の春季に発生件数は多く，曜日別では月曜と土曜，発

生時間帯別では 7～8 時台の朝と 14～15 時台の午後に比

較的多くの事故が発生している． 

 

 

 

図-3.4 地域別事故発生件数及び人口比 

 

（a）発生月別分布  

 

（b）発生曜日分布 

 
（c）発生時間帯分布 

図-3.5 事故発生の頻度分布（月・曜日・時間帯） 
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3．2 船舶側から見た衝突事故の実態及び分析 

(1) 事故対象船舶の実態 

運輸安全委員会の事故調査報告書の概要欄で用いられ

ている 11 階級分類に基づいた事故に関わる船舶の総ト

ン（G.T.）級別の分布を図-3.6 に示す．また，表-3.2 に，

事故船舶の船種及び船型（トン数）の内訳を示す．タグ

ボートによる大型船操船補助中に発生した事故等につい

ては，係留施設等に衝突した船舶のみならず，大型船の

補助操船に従事したタグボートも全てタグボートの隻数

として計上しており，図-3.1 の件数とは合計値は一致し

ない． 

船型については，全体的に小型の船舶の事故が件数ベ

ースでは多く，5,000 総トン未満の船舶が全体の約 86%を

占める．一方で，10,000 総トン以上の大型船舶も 53 隻と

全体の約 7%を占める． 

船種については，貨物船の割合が最も高く約 28%，タ

グボート 16%，フェリー14%，タンカー約 8%，旅客船（交

通船，遊覧船，遊漁船含む）6%，コンテナ船等 4%と続

き，クルーズ船（船内泊を前提とする大型船）の該当は

なかった．なお，事故対象船舶の隻数の計上にあたって

は，「タグボートが大型船の離着岸時の操船支援を行う

ケース」，「タグボートが艀を曳航するケース」，「係

留施設や護岸に衝突するとともに，係留中の船舶に併せ

て衝突するケース」 においては，関係するタグボートや

艀，係留中の船舶についても対象としている．このため，

表中の総隻数 729 隻は，事案数の 618 件を上回ることと

なる． 

 

(2)船体側の事故による損傷 

船舶側の損傷個所別の事故件数を表-3.3 に示す．擦過

傷も含めた船体本体の凹損，破口等の損傷は全体の 8 割

以上（全 506 件）で確認された．また，そのうち，船首

水中部の球状船首（バルバス・バウ）が衝突した事案は

全事案の約 14%（全 84 件）を占めており，係留施設の海

水面上の部分だけではなく，海面下での衝突にも注意す

べきことを示唆する結果である． 

 

 

図-3.6 総トン数（G.T.）級別の事故発生件数 
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表-3.2 事故に関わる船舶の船種及び船型（総トン数） 

 

 

貨
物
船

タグ
（押船・
引船）

フ

ェ
リ
ー

タンカー
(ケミカ
ルタン
カー含

む）

旅客船
(交通
船, 遊
覧船,

遊漁船
等含む)

コ
ン
テ
ナ
船

はしけ・
バージ
（台船）

プレ
ジャー
ボート

（モーター
ボート, 水
上バイク
含む）

漁
船

土運船
（ガット

船、砕石
運搬船、
砂利運
搬船含

む）

貨
客
船

巡視艇
護衛艦
公用船

R
O
R
O
船

P
C
C
船

セメント
運搬船

作
業
船

水
先
船

LPG・
ＬＮＧ

船

ク
ル
ー

ズ
船

そ
の
他

合
計

トン階級
別割合

30,000t以上 2 0 0 2 0 7 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 14

船種比率 14% 0% 0% 14% 0% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 14% 0% 0% 0% 7% 0% 0% 100%

9 0 12 1 0 8 0 0 0 0 0 0 4 4 1 0 0 0 0 0 39

船種比率 23% 0% 31% 3% 0% 21% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 10% 10% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

16 0 9 2 0 8 0 0 0 0 2 0 5 1 3 0 0 0 0 1 47

船種比率 34% 0% 19% 4% 0% 17% 0% 0% 0% 0% 4% 0% 11% 2% 6% 0% 0% 0% 0% 2% 100%

5,000t未満 174 115 78 51 44 8 31 30 30 20 9 10 1 2 3 6 5 3 0 8 628

船種比率 28% 18% 12% 8% 7% 1% 5% 5% 5% 3% 1% 2% 0% 0% 0% 1% 1% 0% 0% 1% 100%

0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

船種比率 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

201 115 100 56 44 31 31 30 30 20 11 10 10 9 7 6 5 4 0 9 729

船種比率 28% 16% 14% 8% 6% 4% 4% 4% 4% 3% 2% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 0% 1% 100%

船種

2%

5%

6%

86%

0%

100%

10,000～30,000t未満

5,000～10,000t未満

不明

合計（隻数）

表-3.3 船体側の損傷個所の内訳 

 

件数
損傷率

（全事故618件中）
本体損傷案件 （擦過傷含む） 506 81.9%

うちバルバスバウ 損傷案件 84 13.6%
付属品 損傷案件 164 26.5%

船体側防舷材 39 6.3%

手すり※注1 25 4.0%
ブルワーク※注2 18 2.9%
ランプゲート※注3 15 2.4%
マスト・ アンテナ 15 2.4%
錨・錨鎖 9 1.5%
ベルマウス※注4 4 0.6%
フェアリーダー※注5 4 0.6%
舵 3 0.5%
プロペラ 3 0.5%
係船索 2 0.3%

ビルジキール※注6 2 0.3%
タラップ 2 0.3%

航海計器※注7 2 0.3%
その他 38 6.1%

損傷個所

※注1 ハンドレール、スタンション含む

※注2 波の進入を防ぐ囲

※注3 ランプドア含む

※注4 錨鎖孔

※注5 ロープ保護用金物

※注6 船体横揺れ防止用の船底両舷側につくひれ状の部材

※注7 サテライトコンパス含む
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船体付属品の損傷については，表-3.3 に示すように計

164 件で発生しており，これは全事案の 1/4 程度（27%）

での発生に相当する．内訳としては，船体側防舷材，ハ

ンドレール（手すり），ブルワーク（波の侵入を防ぐ囲

い），ランプゲート，マストの被害がそれぞれ全体の数%

程度で発生している．さらに，錨・錨鎖， ベルマウス，

フェアリーダ，舵，プロペラ，係船索，ビルジキール，

タラップ，航海計器（サテライトコンパス含む）が続く．

なお，その他の損傷箇所は，ビット，スラスター，窓ガ

ラス，給水管，給油管，照明設備，スピーカー，甲板本

体，遣りだし（船のへさきから前方へ斜めに突き出した

帆柱），ナローマルチ測量機器の取付金具，起重機ブー

ム，ホースパイプなどであった． 

 

(3) 貨物積載による船舶挙動への影響 

本資料で取り上げている事案のうち， 着岸時， 離岸時， 

航行中（図-3.1 の定義に同じ）の状態で発生したものの

中で， 貨物の積載状況が記載されている案件が 132 件存

在した．ここでは，貨物の積載状況と事故要因との関係

について整理・分析を行った（表-3.4）．  

積載状況は，事故調査報告書において船舶重量の記載

が総トン数データに統一されていることから， 積載貨物

重量を総トンで除した値を指標として分類した．具体的

には，積載貨物重量を総トンで除した値（貨物重量総ト

ン比）を算出し，その値が 0 以上 0.2 以下のものを「空

載」，0.2 を超え 1 未満のものを「積載①」，1.0 以上 2.0

未満のものを「積載②」，2.0 以上 3.0 未満のものを「積

載③」，3.0 以上のものを「積載④」として分類した． 

参考として．船種や貨物の種類にもよるが，運輸安全

委員会の事故調査報告書において「満載」状態と記載の

あった事例において，貨物重量総トン比は，ケミカルタ

ンカー（次亜塩素酸ソーダ）の場合 1.18, 貨物船の場合

1.53（積載貨物不明）から 3.01（鋼板）の間の値を示して

おり，また，「満載」とは記述のなかったものの，貨物

重量総トン比で最も値の大きかったものは 3.85（ガット

船（砂利採取運搬船））であった． 

その結果，表より航行中の事故要因を見ると，積載状

況に関係なく「風圧流による影響」が最も多いことがわ

かる（全体の約 6 割弱）．これに，船の減速が困難にな

る「行き足制御困難」（約 3 割強），「潮流圧流の影響」

及び船の回頭が困難になる「回頭困難」が続く． 

ここで， 風による船舶の圧流による影響に着目すると，

「空載」の事故原因の約 3/4 は風による影響を事故要因

として含むが，貨物を積載した状態（積載①~④）での事

故要因に風の影響が含まれるものの割合は 5 割程度に低

下することが分かる．これは，「空載」時は船体の喫水

が小さくなり，海面下で海水の抵抗を受ける面積が小さ

くなる一方，逆に海面上での船体の受風面積が大きくな

り，操船に与える風の影響が大きくなる（操船性が悪く

なる）ためと推測される． 

一方，「行き足制御困難」に着目すると，「空載」では

この要因による事故は 1 割未満であるが，貨物重量総ト

ン比が大きくなると「行き足制御困難」を要因とする事

故が増加し，「積載①，②」では約 4 割程度「積載③，

④」では約 5 割程度にまで増加している．積載重量が大

きく貨物重量総トン比が大きい場合には，船体に作用す

る慣性力が大きくなるため，「行き足制御」に不可欠な

機関逆回転等による船体の減速出力等が相対的に小さく

なり「行き足制御困難」を要因とする事故の割合が増加

するものと考えられる． 

 

(4)大型船の変針に関する事故の実態 

通常，大型船の低速域での変針にはスラスターやタグ

ボートが活用されるが，文献 8)によると，サイドスラス

ターについては船速 0 での効きが最も大きく，有効と考

えられる船速は 3～4kt 程度が限界とされている．また，

他の文献 9)でも，スラスターの効果は船速 2～2.5kt で半

減するとされている．また，タグボートによる補助操船

についても，本船速度が 6kt になると支援は限界を超え

るとされている 9)．そのため，5kt～8kt 程度の速度域で

は，加速時等機関が前進の場合を除き，舵，スラスター，

タグによる補助操船の全ての変針が効かない状態が発生

することとなる．今回の対象案件のうちコンテナ船では，

上述した変針が効かない状態を回避するために，あえて

船速を落とさなかったり，逆に船速を上げたことが事故

 

表-3.4 貨物積載状況別の事故発生要因 

 

行き足
制御困難

回頭困難
風圧流
の影響

潮流圧流
の影響

空載 0～0.2 31.1% 9.8% 2.4% 73.2% 17.1%
積載① 0.2～1.0 12.9% 41.2% 11.8% 52.9% 11.8%
積載② 1.0～2.0 17.4% 39.1% 13.0% 52.2% 30.4%
積載③ 2.0～3.0 21.2% 52.2% 0.0% 47.8% 8.7%
積載④ 3.0～ 21.2% 50.0% 17.9% 50.0% 14.3%

100.0% 34.8% 8.3% 57.6% 16.7%

空載 0～0.2 41 4 1 30 7
積載① 0.2～1.0 17 7 2 9 2
積載② 1.0～2.0 23 9 3 12 7
積載③ 2.0～3.0 23 12 0 11 2
積載④ 3.0～ 28 14 5 14 4

132 46 11 76 22合計

積載貨物重量（区分）

自重（G.T.）×

要因別発生率
（積載重量の分かる案件
のみ対象）

【件数】：積載重量判明案件数は141/全件数 618（22.8％）であるが、本表ではそのうち着・
離岸時及び航行時（係留・錨泊中除く）の132件（全体の21.3%）を対象に分析を行っている
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の要因であったと考えられるケースが複数存在した．事

故調査報告書から代表的な記載を紹介すると，「あまり

減速すると舵効が低下するので約 7kt の速力で回頭を開

始」や「回頭の際には主機を極微速前進にかけて舵力を

増加させる必要があると思った」といった内容である．

コンテナ船が大型化・高速化するなかで，速度が最も小

さい前進状態（極微速前進等）であっても約 7～9kt(3.6

～4.6m/s)程度の船速が発生する船舶も存在する． そうし

た船舶では，逆にその速度以下での舵の効きが期待でき

なくなるため， より高度な減速速度のコントロールが求

められることとなり， 減速着岸時の操船の難易度が上が

ることとなる． 

 

3．3 係留施設側から見た衝突事故の実態及び分析 

(1)船舶衝突を受けた係留施設の水深・構造形式 

表-3.5に，船舶衝突を受けた係留施設の水深及び構造

形式別の事故件数を示す．事故調査報告書では係留施設

の構造形式が記載されていない場合も多く，本表では構

造形式が特定できた全313 件（公共施設243 件，民間施設

70 件）の結果を示す．なお．海外発生事案については施

設の水深が不明なため，この313件には含まれない．  

同表より，構造形式としては，重力式が123 件（約39%），

杭式（桟橋式88 件，ドルフィン28 件）が116 件（約37%）

と多く，それに続き矢板式58 件（19%），浮体式16 件（約

5%）となっている．日本全国での公共の係留施設の各構

造形式の占める割合は，重力式：約57%，矢板式：約22%，

杭式：約11%，浮体式：約10%であるが7)，それに比する

と，杭式での事故件数の発生割合が多いように見受けら

れる．杭式は，重力式や矢板式に比べると構造は脆弱で

あり，船舶衝突による損傷が発生しやすいことに対応し

ていると推察される． 

 

(2)船舶衝突事故による係留施設の損傷事例 

船舶の衝突による係留施設側の損傷としては，係留施

設本体の損傷と，係留施設上に設置されている各種の付

表-3.5 船舶衝突を受けた係留施設の水深及び 

構造形式別の内訳数（公共＋民間） 

 

桟橋式 ドルフィン 件数 %
15.0m以上 1 1 4 3 0 9 2.9%
13.0m以上15.0m未満 5 1 7 2 0 15 4.8%
11.0m以上13.0m未満 14 15 12 5 1 47 15.0%
9.0m以上11.0m未満 27 10 11 3 0 51 16.3%
7.5m以上9m未満 38 6 17 1 1 63 20.1%
6.0m以上7.5m未満 11 2 11 8 2 34 10.9%
4.5m以上6.0m未満 15 21 17 6 1 60 19.2%
4.5m未満 12 2 9 0 11 34 10.9%

123 58 88 28 16
39.3% 18.5% 28.1% 8.9% 5.1%

※構造形式あるいは水深が不明の施設については本表に含めていない

水深 重力式 矢板式
杭式

浮体式
水深別合計

合計（公共＋民間） 313 100.0%

   

(a)桟橋の鋼管杭の損傷   (b)ケーソン（重力式岸壁）の損傷    (c)スリット構造の損傷 

        

(d)重力式護岸の損傷（前面壁の損傷及び背後地盤の吸出し） (e)ケーソン（重力式岸壁）の損傷 

 

写真-3.1 係留施設本体の代表的な損傷事例 1) 



国総研資料 No.1134 

 - 13 - 

帯設備（防舷材や車止め，荷役機械（コンテナクレーン

など）の損傷，とに分類される．以下，両者について，

実際の破損事例の写真を紹介する． 

1)係留施設本体 

写真-3．1 に係留施設本体の代表的な損傷事例を示す． 

まず，写真-3.1(a)は桟橋の鋼管杭（水中部）に船体側の

バルバス・バウ（球状船首）が衝突し，鋼管杭が座屈し，

破損した事例である（付録 A：事故調査報告書 No．490）． 

写真-3.1(b)は，重力式岸壁（ケーソン式）の端部に船

舶が衝突し，ケーソン壁が破壊され，内部の鉄筋が露出

した事例である（付録 A：事故調査報告書 No．2）． 

写真-3.1(c)は，ケーソン式岸壁の前面壁での波による

反射率を低減するために設置されていたスリット構造

（鉄筋コンクリート構造の柱で，スリット背後に遊水部

がある）が，船舶の衝突によってスリットの一部が完全

に破壊（写真中，大きな空洞になっている部分）された

事例である（付録 A：事故調査報告書 No．242）． 

写真-3.1(d)は，係留施設ではなく護岸の事例であるが，

護岸ケーソンの海側壁に船舶が衝突してケーソン内部の

中詰砂が流出し，背後地盤が陥没に至った事案である（付

録 A：事故調査報告書 No．68）．係留施設でも同様の被

害は想定される． 

以上に示した破損形態は，係留施設本体が大きく損傷

しており，少なくとも破損した区間は供用制限をかける

など，荷役機能に大きな影響を及ぼす事案であると考え

られる． 

一方，被害が軽微である事例も紹介する．写真-3.1(e)

は，ケーソン式岸壁の上部工コンクリート（無筋部分）

の角部が一部欠損した事例である（付録 A：事故調査報告

書 No．455）．この場合，損傷規模は限定的であり，損

傷箇所も大きな荷重を支持する部位ではなく，さらに係

留施設の端部であることから，船舶の離着岸や係留は支

障なく行うことができる．このような軽微な被害であれ

ば，先述した損傷に比較すると港湾機能に及ぼす影響は

限定的であり，被害程度の早期把握や利用上の注意が必

要とされるものの，荷役機能の早期回復は可能であると

考えられる．  

 

2)付帯設備の被害 

次に，係留施設の付帯設備における代表的な損傷事例

を写真-3.2 に示す． 

付帯設備で衝突により損傷したケースが最も多かった

   

           

(a)防舷材の損傷            (b)係船柱の損傷        (c)車止め損傷 

         

(d)照明・フェンスの損傷          (e)水道管の損傷 

 

写真-3.2 付帯設備の代表的な損傷事例 1) 
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のが防舷材であり， その事例を写真-3.2.(a)に示す． 

つぎに，写真-3.2(b)は，写真-3.1(a)を係留施設上か

ら写したものであるが， 鋼管杭の座屈に伴い直上の係船

柱が陥没している（付録 A：事故調査報告書 No．490）．

写真-3.2(c)は船体が係留施設上の車止めに衝突して車

止めが圧壊した事例である（付録A：事故調査報告書 No．

242）さらに，写真-3.2(d)は，船体との衝突により照明・

フェンスが損傷した事例である（付録 A：事故調査報告書

No．242）．また，写真-3.2(e)は，水道管が破損した事

例である（付録 A：事故調査報告書 No．184）． 

また， 本報告において，荷役機械は岸壁の付帯設備と

して分類しているところであるが，代表的な損傷事例を

写真-3.3 に示す． これは船首部のブルワークが本件係留

施設上のガントリークレーンのケーブルリールに衝突し

たもので， 本ケーブルリールは，本船が衝突した際，ガ

ントリークレーンから脱落している（付録 A：事故調査報

告書 No.462）． 

 

 

(3)係留施設の衝突・損傷箇所と港湾機能への影響 

係留施設への船舶の衝突案件について，衝突対象別に

整理したものを図-3.7 に示す．係留施設本体に衝突した

案件は 478 件，付帯設備に衝突した案件は 207 件，その

両者に衝突している案件は 127 件存在するが，ここでは

係留施設本体への衝突，係留施設付帯設備への衝突に分

けて損傷形態や港湾機能への影響に関しての分析を行う．

港湾機能への影響の有無については，大規模な復旧工事

が必要と推測される案件かどうか，一定期間の荷役機能

の停止又は低下が予想される案件かどうかなど，個別事

案の損傷状況を踏まえて著者が影響の有無を個別に判断

している． 

 

1)係留施設本体 

係留施設本体への船舶の衝突については，表-3.6 に示

すように，船体が係留施設本体に衝突した案件（478 件）

中，港湾施設への影響が及ぶと判断される案件は全 40 件

（約 8%）であった．そのうち，個別に列挙した前面コン

クリートの破損・崩落や鋼管杭等の損傷など係留施設本

体に比較的大規模な損傷が認められた典型的な事例（表

-3.6 に示すように 6 項目にパターン化して整理）が，そ

のほとんど（9 割， 36 件）を占める結果となった．事例

を示すと，桟橋の鋼管杭が損傷した場合（写真-3.1(a)参

照）の係船柱なども含めて，ある一定区間の桟橋は利用

できなくなる事例や．重力式岸壁の場合，ケーソン側壁

に穴があいたり（写真-3.1(d)参照），スリット柱に損傷

が発生した場合（写真-3.1(c)参照）において，岸壁の一

部が利用できなくなる事例等が該当する．なお，逆の見

方をすれば，船体が係留施設本体へ衝突しても，多くの

場合は擦過傷などに損傷は留まり，港湾機能への影響は

発生しにくいとも言える． 

さらに，係留施設本体に衝突し，港湾機能への影響が

及ぶ案件は 40 件であったが， そのうち約 1/3(33%)に相

表-3.6 係留施設本体への衝突・損傷箇所内訳 

 

大分
類

うち, バルバス・
バウの衝突が発生
しているもの

37 36 12

前面コンクリート破損 12 11 5
桟橋式大規模損壊※

（桟橋・ドルフィン・浮桟橋）
11 11 0

鋼管杭等損傷※ 8 8 1
スリット破損 5 5 5

コンクリート基礎損壊 2 2 0
岸壁前面欠損

中詰材流出（矢板式）
1 1 1

125 2 1

49 2 0

156 0 0

111 0 0

衝突・損傷個所
衝突
件数

港湾機能へ影響が及ぶと
判断される案件

中・小分類

478 40 13係留施設本体

注)単純合計値は一致しない場合がある（※印の項目は小分類間での重複を含む）

損傷形態の主要なパターン分類

コンクリート欠損・破口

擦過傷

なし

不明

 

(a)通常の状態       (b)損傷後の状態 

写真-3.3 荷役機械の代表的な損傷事例 1) 

（ガントリークレーンのケーブルリールの損傷） 

 

通常の状態

 

図-3.7 係留施設への衝突案件の衝突箇所 

 

本体衝突
（478件）

付帯設備衝突
（207件）

127件351件 80件

注） 2.1（2）において係留施設への衝突は565件となっているが, 停泊中の他船
船体等に衝突し, 岸壁本体や付帯設備に衝突していない間接衝突案件7
件については本図では除外している

※全体558件注）



国総研資料 No.1134 

 - 15 - 

当する 13 件はバルバス・バウが衝突した案件であった． 

そのほとんどのケース（12 件/13 件）において，バルバ

ス・バウ側の損傷も，圧壊，破口，凹損，曲損及びそれ

らの組み合わせであり損傷程度は激しいものであり，擦

過傷等の損傷で収まったケースと比較すると相対的に大

きな速度で衝突していることが推察される．さらに，13

件のうち報告書に AIS 記録や推定航行経路図等の情報が

あり，衝突時の係留施設とのおおよその交差角が読み取

れるものが 7 件あったが，10～30 度， 30～50 度，50～70

度のものがそれぞれ 1 件ずつ，70～90 度のものが 4 件と

岸壁法線に対して角度のついた状態で衝突しているケー

スが多い． 

 なお，表-3.6 においては，主要なパターン分類され

たケース，コンクリート欠損・破口，擦過傷が重複して

発生されるケースも一部認められたが，分類上は損傷の

程度が最も激しい損傷形態に分類して整理しているため，

本表において重複計上は発生しない． 

 

2)付帯設備 

係留施設付帯設備への衝突箇所を俯瞰すると，表-3.7

に示されるように，防舷材 79 件，車止め 49 件，荷役機

械への衝突 34 件が発生しており，そのうち港湾機能への

影響が及ぶと判断される案件が 207件中 118件（約 57%）

存在した． 特徴としては，係留施設本体の損傷と比較す

ると，影響が及ぶと判断されるケースの割合が高いこと

が挙げられるが，これはクレーンや上屋等の大規模設備

を除いて， 設備の単位が小規模であるものが多く損傷の

パターンも多岐にわたる一方， 設備自体が全損処理また

は部分的な取換え処理対応に該当すると判断されるケー

スが多く， 結果として港湾機能への影響が及ぶと判断さ

れるに至ったケースが多くなったと考えられる． 特に，

クレーンは 34 件中 10 件を占めるコンテナターミナルに

おけるガントリークレーンの損傷については全件で港湾

への機能への影響が及ぶと判断されており， そのうち 8

件は電源供給ケーブルの巻付け長さを調整するケーブル

リールと船舶とが衝突し，ケーブルリールが損壊した事

例であった（写真-3.3 参照）．ケーブルは高圧電源仕様

のものであり，再調達には一般的には数か月必要であり，

結果的にクレーンの再稼働にも数か月を要すことになっ

てしまう． 

係留施設本体は，桟橋構造を除けば，重力式も矢板式

も比較的頑強な構造物であるため，船舶が大型で衝突速

度が大きい場合以外は，係留施設本体の損傷はそれほど

大きくはならない．しかしながら，荷役機械の場合には，

比較的小型の船舶で衝突速度が小さくても，クレーンの

各鋼部材や電気系付帯設備は容易に損傷する．このため，

荷役機械への船舶の衝突は，最も避けるべき衝突形態の

一つであるといえる． 

 なお，表-3.7 において付帯設備の「その他」に含まれ

る損傷事例は，具体的には通路（フェリー乗降用乗客用

ギャングウェイ，桟橋連絡橋，タラップ），可動橋，船

舶乗降用はしご，フェンス，保安ゲート，門構，照明（照

明灯，コーナー灯），落下防止柵（ハンドレール，ロー

プガード），全天候バース（屋根），給水設備，管設備

（排水管，配油管，電線管，海水噴射管（観覧施設用）），

防油堤，工事用仮設足場，砕氷塔（漁港），消防放水銃

等である． 

さらに，表-3.7 に示すとおり，係留施設の付帯設備間

では複数の付帯設備に船体が衝突するケースが認められ

ており，その組合わせを参考までに表-3.8 に示す． 

 

(4)構造形式と「港湾機能への影響」発生率との関係  

係留施設本体の損傷により「港湾機能への影響」が及

ぶと判断される案件の発生のしやすさが，係留施設本体

の構造形式によってどのように異なるかについて分析を

行うため，係留施設の構造形式別に，その事故発生件数，

係留施設本体の損傷により「港湾機能への影響が及ぶ案

件」の発生件数及び本体の損傷による本体影響案件の発

表-3.8 付帯設備に重複して衝突したケース 

 

防舷材 クレーン 係船柱 車止 その他
○ ○ 1
○ ○ 1
○ ○ 6
○ ○ 4
○ ○ ○ 1

○ ○ 1
○ ○ 2

○ ○ 2
○ ○ 2

20

組み合わせ 件数

合計

表-3.7 係留施設付帯設備への衝突・損傷箇所内訳 

 

大分
類

うち, バルバス・
バウの衝突が発生
しているもの

207 118 7

79 45 7
49 14 -
34 23 -

うちガントリークレーン 10 10 -
7 3 -
58 46 -

港湾機能へ影響が及ぶと判
断される案件

中・小分類

注)単純合計値は一致しない場合がある（※印の項目は中分類間での重複を含む）

係留施設付帯設備

防舷材※

車止め※

クレーン※

係船柱※

その他※

衝突・損傷個所
衝突
件数
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生頻度を示したものが図-3.8 である．該当案件の発生の

頻度（比率）は，施設本体の損傷により「港湾機能への

影響が及ぶ案件」の構造形式別の発生数をその構造形式

の事故発生件数で除することにより算出した． 

「港湾機能への影響が及ぶ案件」の事故発生率は，重

力式と矢板式で約 5％弱である．一方，杭式については約

10％であり，本体への衝突によって港湾機能に影響が及

ぶ案件の発生割合は，重力式・矢板式の約 2 倍というこ

とになる．杭式は，重力式や矢板式構造に比べると構造

は相対的に脆弱であり，船舶衝突による損傷が発生しや

すいことに対応していると推察される． 

 

(5)係留施設側の事故要因 

係留施設側にも事故要因があると考えられる事案も存

在する．表-3.9 に示すとおり，件数は 4 件と少ないが，

係留施設側の維持管理上の不備などの理由により，船舶

側に損傷を与える案件等があった． 

 

 

4． 船舶の離着岸時の接触事故の要因分析 

 

4．1 着岸時の船体挙動（左舷・右舷着け）の影響 

(1)船舶の接岸方向による船体運動特性の相違 

船舶の係留施設への接岸には，左舷着岸（船体の進行

方向左手に係留施設を見ながら接岸）と右舷着岸の 2 種

類がある．操船に関する文献 9）では，船舶の多くを占め

る右回り 1 軸船（前進時に船体後部から見てプロペラが

右回り）の着岸時には，左舷着けが右舷着けよりも着岸

オペレーションが容易とされている． 

これは，着岸時直前に機関を後進として減速する際，

右回り一軸船（機関前進時に船体背面から見てプロペラ

が右回転する一軸船）においては，プロペラに作用する

水深差により生ずる水圧差によって船尾が左舷側に押さ

れて振れる挙動特性があり，タグや錨の使用を抑えられ

るケースが増え，時間的にもコスト的にも有利に働くた

めであると考えられる．図-4.1 に，そのメカニズムを示

す．著者が確認した範囲ではあるが， 港湾の航空写真を

見ると，特殊な配置のバースを除けば，左舷着けをして

いる船の割合が多い． 

 

 

表-3.9 事故発生時の係留施設側の状況 

 

事故概要 係留施設の状況

油タンカーがドルフィンへの着岸時にドルフィン付帯
設備（H鋼材部）に衝突

ドルフィンにおいて、H鋼の突出部が存在、綱等を面状に被せ保護することによ
り応急的対応をとっていたが、保護綱が外れた際に船体がH鋼に衝突、損傷

ケミカルタンカーが着岸時にドルフィンに衝突
対象船舶の着岸時に使用する2つの防舷材の面（岸壁からの張出長）がそもそ
も合っておらず、着岸時に船体が不安定化し事故に至ったケース

実習船のタグボート1隻による操船補助を受けての着
岸時に防舷材固定用のボルトに衝突

防舷材を固定していたボルトが、防舷材の脱落後に残り、ボルトのみが突出した
形となり、着岸時に船体に破口を発生させた

貨物船がクレーン（製品）を積んだ状態でタグボート2
隻による操船補助を受けての離岸時, 岸壁上に蔵置
されていたの別のクレーンに積荷のクレーンが衝突

岸壁上に製品として蔵置されていたクレーンの海上に張出したアームに、出港
船舶に積載された別のクレーン（製品）のアームが衝突

 

 
図-3.8 係留施設本体への船舶衝突による港湾機能への 

影響（構造形式別） 

61

130

168

3 6
17

4.9% 4.6%

10.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

0

50

100

150

200

矢板式 重力式 杭式

構造形式別 機能への影響出現率

（本体損傷による影響のみ）

事故発生件数

本体損傷により港湾機能に影響が及ぶと判断される案件数

発生率

 

図-4.1 右回り一軸船の減速時挙動特性 

船舶の多くが右回り一軸船
（前進時に船体後ろから見てプロペラが右回り）

後進回転時
小

大

水圧

プ
ロ
ペ
ラ
が
水
か
ら
受
け
る
力

（反
作
用
力
）は
水
深
が
深
い
ほ
ど
大

 機関後進時には、プロペラは後ろから見て左回り

※本図は参考文献9）を参考に執筆者が作成

（前進時に船体後ろから見てプロペラが右回り）
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(2) 接岸方向と船体損傷箇所との関係 

図-4.2 は，左舷着けと右舷着け着岸時における事故発

生数と，各着岸時における船体側の衝突箇所の内訳を示

したものである．まず，事故発生件数は，左舷着け（141

件）と右舷着け（127 件）で同程度であった．ただし，特

徴的なのは，右舷着けの際には船首が衝突する割合が圧

倒的に多い（127 件のうち 73%）のに対し，左舷着けの

（141 件のうち 35%）場合は船尾が衝突する割合が右舷

着け（127 件のうち 17%）の倍程度であることである．

これは先述した，右回り一軸船の減速時特性が現れてい

るものと考えられる． 

 

 

 

4．2 離着岸時における風向・風速の影響 

(1)対象データ及びデータ整理方法 

船舶の係留施設への衝突は，前述したとおり，係留施設

への離着岸時にその多く（86%）が発生している（図-3.1

参照）．そこで，本節では，船舶の離着岸時を対象とし

て，衝突事故発生と事故発生時の風速・風向との関係を

分析する．分析対象データは，離着岸時の衝突事故で，

風が事故の要因の一つとされているケース（全 324 件）

のうち，風向，風速データが判明しているものとした（全

288 件）． 

風速データは，多くの事故案件において運輸安全委員

会の事故調査報告書に記載されている船上で観測された

ビューフォート風力階級（0～12 の 13 段階）を用いるこ

とを基本としているが， 船上での風力階級が記載されて

いない場合には，事故調査報告書に記載されている近隣

気象台の最大瞬間風速を風力階級換算した階級値を， さ

らに最大瞬間風速が不明で平均風速（10 分間平均風速）

のみが記載されている場合は平均風速値を風力階級換算

した値を便宜的に使用している（風速値を風力階級換算

したものは全 288 件中 109 件）． 表-4.1 は，気象庁風力

階級（Wind force）コード表で， ビューフォート風力階

級に示す定義により，風力を階級として表現したもので

ある 10)． 

 
 

図-4.2 左舷着け・右舷着け着岸時の船舶損傷箇所 

141件（143ヶ所） 127件（127ヶ所）

 

表-4.1 気象庁風力階級 10) 

 

m/s ﾉｯﾄ
0 鏡のような海面 0.0 から 0.3未満 　 １未満
1 うろこのようなさざ波ができるが、波がしらに泡はない。 0.3 以上 1.6未満 　 １以上 ４未満

2
小波の小さいもので, まだ短いがはっきりしてくる。波がしらはなめらか
に見え、砕けていない。

1.6 以上 3.4未満 　 ４以上 ７未満

3
小波の大きなもの、波がしらが砕け始める。泡はガラスのように見え
る、ところどころ白波が現れることがある。

3.4 以上 5.5未満 　 ７以上 11未満

4 波の小さいもので、長くなる。白波がかなり多くなる。 5.5 以上 8.0未満 　11以上 17未満

5
波の中くらいのもので、いっそうはっきりして長くなる。白波がたくさん
現れる。
（しぶきを生じることもある。）

8.0 以上 10.8未満 　17以上 22未満

6
波の大きいものができ始める。いたるところで白く泡立った波がしらの
範囲がいっそう広くなる。（しぶきを生じることが多い。）

10.8 以上 13.9未満 　22以上 28未満

7
波はますます大きくなり、波がしらが砕けてできた白い泡は、すじを引
いて風下に吹き流され始める。

13.9 以上 17.2未満 　28以上 34未満

8
大波のやや小さいもので、長さが長くなる。波がしらの端は砕けて水
煙となり始める。泡は明りょうなすじを引いて風下に吹き流される。

17.2 以上 20.8未満 　34以上 41未満

9
大波。泡は濃いすじを引いて風下に吹き流される。波がしらはのめり、
くずれ落ち、逆巻き始める。しぶきのため視程が損なわれることもあ
る。

20.8 以上 24.5未満 　41以上 48未満

10

波がしらが長くのしかかるような非常に高い大波。大きなかたまりと
なった泡は濃い白色のすじを引いて風下に吹き流される。海面は全体
として白く見える。波のくずれ方は、激しく衝動的になる。視程は損な
われる。

24.5 以上 28.5未満 　48以上 56未満

11

山のように高い大波（中小船舶は、一時、波の陰に見えなくなることも
ある）。海面は、風下に吹き流された長い白色の泡のかたまりで完全
に覆われる。いたるところで波がしらの端が吹き飛ばされて水煙とな
る。視程は損なわれる。

28.5 以上 32.7未満 　56以上 64未満

12
大気は、泡としぶきが充満する。海面は、吹き飛ぶしぶきのために完
全に白くなる。視程は著しく損なわれる。

32.7 以上 　64以上

相当風速
説明コード
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風向については，風速と同様，多くの事故案件におい

て運輸安全委員会の事故調査報告書に記載されている．

具体的には，事故発生時における 16 方位（例：南南西）

の風向が記載されている．ただし，離着岸時の船体に及

ぼす風向の影響を分析するためには，図-4.3（左側図面）

に示すとおり，係留施設の法線方向と風向との関係が必

要となる．このため，本検討では，分析対象の各係留施

設の法線方向を調べ，法線方向から 45 度方向に線を引き，

16 方位の風向を 90 度毎（船首，陸側，船尾，海側）に分

類したものを風向とした． 

 

 (2)離着岸時の衝突事故と風向・風速との関係性 

図-4.3 に，離着岸時における事故発生時の風向の割合

を示す．本図より，着岸時の事故は海側から風が吹いて

いるときに多発する（約 5 割強）ことがわかる．海側か

らの風により，船体を係留施設方向に動かそうとする圧

流力が作用し，操船が難しくなり，衝突事故に繋がりや

すいためと考えられる． 

一方，最も事故発生頻度が低いのは船首方からの風向

時で，船体挙動最も安定する風向であることと整合する．

古くから天然の良港と言われている港では，主要な係留

施設の法線は卓越風向に船首が向くような配置となって

いる場合が多いが，その有効性を支持する結果である． 

陸側から風が吹いている場合は，船体は係留施設から

遠ざかる方向の圧流力を受けて，係留施設に衝突しにく

いように思われるが，実際には相当数の事故が発生して

いる．陸側からの風が急に収まったり，風向が突然変わ

ったりと，風の変化に対応した適切な操船ができなかっ

たためであると考えられる．風に対抗してかけていた機

関出力やタグ船の推進力への出力低下の指示が間に合わ

ない場合などが該当するものと考えられる．次に，離着

岸時の事故発生時に発生していた風向・風力の頻度分布

を図-4.4 に示す．日本の代表的な港湾（十勝，鹿島，神

戸）での年間平均風速は，それぞれ 2.4，4.0，4.9 m/s で

あるが 11)，これらの平均風速以下での事故件数は少なく，

強風が衝突事故の大きな要因になっていることが分かる．

さらに，海側，船尾側，陸側からの風向について，風力

の低い方からグラフを見ていくと，風力階級が 3 程度よ

り大きくなる風速域で事故発生が多く認められることが

わかる．一方，船首側からの風向の場合は，風力 3 程度

より風力が大きくなると事故発生が徐々に増加するもの

の，事故件数は風力 5 あたりに集中している．このため，

係留施設の法線を卓越風の方向に合わせた場合，風力 3，

 

図-4.3 風に起因する事故発生時(離着岸時)の風向 

 

図-4.4 風に起因する事故発生時(離着岸時)の風向と風力 

※ 風力3以上もしくは風速5m/s以上の風が確認されている場合, 事故報告書中に「風が要因」と明記されていない
場合でもある程度の影響は発生するものと判断し, 便宜的に風に起因する事故として整理している.
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4（風速 3.4～7.9 m/s）の風速域において係留施設への衝

突事故抑制の効果が発揮される可能性があるといえる．

なお，風力 9（風速約 20m/s）以上の風速域では事故の発

生が少なくなるが，この風速域では各船社等の運航規程

に基づき実際には離着岸が行われないためであると考え

られる． 

 

4．3 離着岸時における潮流の影響 

本資料で分析対象とした案件のうち，潮流の影響を受

けて係留施設または護岸への衝突事故に至った事案は

50 件であった．以下，これらの事故の発生地域と事故発

生時の潮流の流速に着目し，データ整理を行った． 

図-4.5 に，潮流の影響を受けた衝突事故が発生した地

域を，図-4.6 にその地域ごとの事故発生時の潮流速度分

布（50 件のうち，潮流の速度が判明しているもの 19 件を

対象）示す．図-4.5 より潮流の影響を要因とする事故は

地域別では瀬戸内海で発生するケースが多い（事故全体

の約 6 割強）ことが分かるがこれは，大きな潮位差を伴

う瀬戸内海の干満潮流によるものと考えられる．図-4.6

よりこれら瀬戸内海における事故発生時の潮流の速度は，

0.8kt～6.9kt（約 0.4m/s～3.5m/s）であり，その平均値は

2.4kt（1.2m/s）であった． 

瀬戸内海の次に事故が多いのは，離島であり（全体の

1 割）．全 5 件の事故のうち 4 件は東京都の離島で発生し

ていた． 離島での事故発生時の潮流速度は，2.3kt～5.0kt

（約 1.2m/s～2.6m/s）であり，その平均値は 3.6kt（1.9m/s）

であった． 

瀬戸内外と離島を除いたその他地域の事故では，潮流

速度は 0.3kt～1.1kt（約 0.2m/s～0.6m/s），平均は 0.6kt

（1.9m/s）であった． 

なお，実際の事故では，潮流と風が同時に作用するこ

とも多い．これに関して，運輸安全委員会の事故調査報

告書においては，「潮流と風の流れが異なる方向の際に

操船の難易度が著しく向上する」旨の記述があり，留意

すべき点である． 

 

 

5． まとめ及び今後に向けて 

 

5．1 まとめ 

本資料では，運輸安全委員会（船舶部門）による約 12

年分の事故調査報告書から，船舶単独事故のうち「係留

施設・護岸等との衝突」を抽出し（全 618 件），船舶の

係留施設（全 565 件）及び護岸（全 53 件）への衝突事案

を対象に基礎的な分析を行い，主に船舶の係留施設への

衝突事故の実態について明らかにしたものである．その

結果，以下が明らかになった． 

 

(1)衝突事故全体 

・今回対象とした衝突案件（618 件）の事故発生要因は，

不適切な操船によるものが支配的であった（9 割以上）．

不適切な操船（570 件）の内訳としては，風の影響を受

けたものが全事故案件の 6 割を超えており，風が船舶

の港湾構造物への衝突事故に及ぼす影響は大きいこと

がわかった． 

・また，貨物の積載状況が船舶に与える影響としては, 積

載状況（空載時～満載時）によって，事故原因に差が

見られる傾向にあった．「風」が影響要因となる割合

は貨物積載時には 5 割前後であるが，空載時には 7 割

を超えており，空載時において相対的に風の影響を受

けやすい結果となった. 一方，「行き足制御困難」が影

響要因となる割合は空載の場合 1 割程度であったが，

貨物積載時には貨物の積載状況に応じて 4 割～5 割程

度と著しく大きくなり，貨物積載時において「行き足

制御」が困難となる頻度が高くなる傾向が確認された． 

・潮流の影響を受けて係留施設や護岸に衝突した事案は

全 50 件であった．これらの事故は，瀬戸内海（約 6 割）

と離島（約 1 割）で多く発生していた．また，潮流の

平均速度は，瀬戸内海の事故案件で 2.4kt（1.2m/s），

 

図-4.6 事故発生時の潮流速度（地域別） 

（赤字は最大値）

 

図-4.5 潮流に起因する事故の発生地域 
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離島の事故案件で 3.6kt（1.9m/s）であった． 

 

(2)船舶の係留施設への衝突事故の特徴 

・船舶の係留施設への衝突事故は，着岸時の発生が多か

った（全 565 件のうち，約 7 割）． 

・船舶のバルバス・バウが関与するケースが全体の一定

量（14%程度）存在していた。 

・左舷着岸と右舷着岸での衝突事故件数は同程度であっ

た（141 件，127 件）．ただし，左舷着けの場合，船尾

が係留施設に衝突する事故ケースが多く（141 件のう

ち，35％），右舷着けの場合は船首が係留施設に衝突

する事故ケースが多かった（127 件のうち，73％）． こ

れは，右回り一軸船の挙動が反映されたものであると

考えられる．  

・離着岸時の風が影響する衝突事故は，風力階級 3（風速

3.4～5.4 m/s）以上で事故が多く認められる傾向にあり，

海側から陸側に向かって風が吹く場合に多く発生して

いた（約 5 割強）．一方，船首側からの風向時には風

力階級 5（風速 8.0～10.7 m/s）に至って事故が増加す

る傾向にあり，係留施設の法線を卓越風の方向に合わ

せた場合，風力 3，4（風速 3.4～7.9 m/s）の風速域にお

いて係留施設への衝突事故抑制の効果が発揮される可

能性があるといえる． 

 

(3)衝突事故が港湾機能に及ぼす影響 

・船舶が係留施設本体に衝突するケースでは， 多くの場

合コンクリートの部分的な欠損や擦過傷等に損傷は留

まり， 港湾機能への影響が及ぶと判断される案件は比

較的少なかったものの（全 478 件のうちの 40 件：約

8%）， その殆どのケース(36 件)で鋼管杭や矢板本体，

スリット等の主要構造部材の損傷が認められた．  

・船舶が係留施設本体に衝突するケースでは港湾機能へ

の影響が及ぶ案件（全 40 件）のうち，1/3 程度（13 件

/40 件）は船体のバルバス・バウが係留施設本体に衝突

していた．さらに，そのほとんどのケース（12件/13件）

において，バルバウ・バウ側の損傷も，圧壊，破口，

凹損，曲損及びそれらの組み合わせであり損傷程度は

激しいものであるといえ，岸壁法線に対してある程度

の速度かつ角度のついた状態で衝突している可能性が

高いことが推察された．  

・係留施設本体の損傷により港湾機能への響影が及ぶ案

件の構造形式別の発生割合は，重力式及び矢板式が 5%

前後であったのに対し，桟橋式やドルフィン構造を含

む杭式では約 10%と高い割合を示していた．杭式は，

重力式や矢板式構造に比べると本体構造は相対的に脆

弱であり，船舶衝突による損傷が発生しやすいことに

対応していると推察される．  

・船舶が付帯設備に衝突したケースでは，港湾機能への

影響が及ぶと判断される案件が 207件中 118件（約 57%）

存在した．この比率は船舶の岸壁本体への衝突時の数

値と比較すると相対的に高く，損傷の対象やパターン

は多岐にわたっていた． 

・特に，ガントリークレーンへの船体の衝突時において

は全案件（10 件）で港湾機能への影響が及ぶと判断さ

れており，クレーンへの衝突は最も避けるべき衝突形

態の一つであることがわかった． 

・また，ガントリークレーン衝突案件 10 件中 8 件の事案

で電源供給ケーブルの巻付け長さを調整するケーブル

リールの損傷が確認された． 

 

なお，本報告は，土木学会論文集（海洋開発）特集号

（Vol．76， No．2）12)に一部内容を追加してまとめたも

のである． 

 

5．2 今後に向けて 

 本分析を通じて明らかになった事項を踏まえ，船舶事

故の発生抑制や被害軽減のための更なる検討として以下

が必要であると考えられる．  

 

(1)衝突の卓越要因である風対策の視点 

・卓越風向を考慮したバース配置の実現（風による衝突

事故のリスクを低減するためには，係留施設の法線を

卓越風の方向に合わせることが有効） 

・船上風向風速計も含めた風データのネットワーク化，

港湾単位でのビッグデータ化及びＡＩによるデータの

利活用 

 

(2)情報共有化，見える化の視点 

・安全かつ円滑な入港着岸のための，着岸予定の係留施

設周辺も含めた他船の着岸状況（着岸方向や錨の進出

方向・長さ等）及び入出港予定情報等の IT ツールを活

用した関係者間での共有化 

・係留施設の上部及び水中部を含めた係留施設下部につ

いて，船舶の進入域を「見える化」し，ユーザーへの

共有化 

（※「見える化」を踏まえ，船舶の舳先や船尾，バルバ

ス・バウ等の進入域を考慮した施設設計（特にガント

リークレーンのケーブルリール）や衝突回避・防止策

の検討等） 
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付録 運輸安全委員会事故調査報告書リスト(1/4)  

 

注）運輸安全委員会事故調査報告書における「船(単：船舶単独)事故のうち, 「岸壁（565件）、岸壁等（53件）」への衝突案件（618件）を抽出した. 一部, 同日発生日の複数案件間で発生時刻が
前後しているものがあるが, 参考文献 1）の検索システムでの表示順序に基づき整理番号を付している. 2008年10月から2019年12月までに公表された報告書が対象

1 2007年 4月27日 10:00 旅客船はまなす衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 101 2009年 5月2日 19:03 旅客船ぐすく衝突（岸壁） 2009年 9月18日 軽微

2 2008年 4月18日 8:30 貨物船COSMIC CHALLENGER衝突（ケーソン） 2009年 10月30日 102 2009年 5月15日 17:30 砂利採取運搬船第五繁丸衝突（桟橋） 2009年 12月18日 軽微

3 2008年 6月4日 12:05 貨物船第二十一ニッケル丸衝突（岸壁） 2009年 3月27日 軽微 103 2009年 5月15日 14:20 貨物船BONNY STAR衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

4 2008年 6月13日 13:13 貨物船星祥丸衝突（陸上施設） 2009年 2月27日 軽微 104 2009年 5月18日 8:00 押船ジェイケイ衝突（岸壁） 2010年 1月29日 軽微

5 2008年 6月28日 12:20 貨物船第八ヘーブ屋丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 105 2009年 5月21日 17:00 貨物船第十五福神丸衝突（桟橋） 2009年 10月30日 軽微

6 2008年 7月9日 1:15 漁船第８陽穂丸衝突（ケーソン） 2009年 5月29日 軽微 106 2009年 5月28日 8:00 貨物船第一くろしお衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微

7 2008年 7月11日 10:10 貨物船第八あきつ丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 107 2009年 6月1日 15:10 貨物船日鋼丸衝突（岸壁） 2009年 11月27日 軽微

8 2008年 7月28日 8:35 旅客船うぷゆう衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 108 2009年 6月16日 15:35 貨物船明彦丸衝突（岸壁） 2010年 2月26日 軽微

9 2008年 8月4日 14:20 旅客船クイーンコーラル衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 109 2009年 6月22日 17:55 旅客船ニューあかし衝突（岸壁） 2009年 10月30日 軽微

10 2008年 8月4日 8:25 貨物船翔和丸衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 110 2009年 6月26日 11:15 旅客船フェリーたらまゆう衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微

11 2008年 8月5日 7:30 貨物船神明丸衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 111 2009年 6月29日 12:58 海洋調査船なつしま衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微

12 2008年 8月7日 16:15 貨物船掬映丸衝突（桟橋施設） 2009年 10月30日 112 2009年 7月2日 11:10 ケミカルタンカー第二旭豊丸衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微

13 2008年 8月10日 21:10 モーターボートサンシーカートマホーク３７衝突（係船杭） 2010年 1月29日 軽微 113 2009年 7月9日 7:49 貨物船第七十五恭海丸衝突（岸壁） 2010年 1月29日 軽微

14 2008年 8月18日 9:30 漁船第二祐生丸衝突（岸壁） 2010年 2月26日 114 2009年 7月10日 7:48 海洋調査船PACIFIC EXPLORER衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

15 2008年 8月19日 11:00 実習船おしょろ丸衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 115 2009年 8月2日 16:25 旅客船フェリーいへや衝突（岸壁） 2010年 1月29日 軽微

16 2008年 8月22日 22:00 水先船べいぱいろっと７衝突（岸壁） 2009年 3月27日 軽微 116 2009年 8月2日 15:30 水上オートバイＶＸ　Ⅰ衝突（桟橋） 2010年 4月23日

17 2008年 8月22日 14:07 旅客船クイーンコーラル８衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 117 2009年 8月6日 16:40 水先艇べいぱいろっと７衝突（岸壁） 2010年 1月29日 軽微

18 2008年 8月23日 14:25 旅客船プリンス宗谷衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 118 2009年 8月21日 13:20 貨物船O.M.HUMORUM衝突（護岸） 2010年 6月25日 軽微

19 2008年 8月29日 8:30 貨物船第八熱田丸衝突（桟橋） 2009年 1月30日 軽微 119 2009年 8月26日 9:35 貨物船第六十八芳茂丸衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

20 2008年 9月1日 8:05 旅客船第拾壱小浦丸衝突（桟橋） 2009年 4月24日 軽微 120 2009年 8月30日 21:20 水先船べいぱいろっと７衝突（岸壁） 2010年 2月26日 軽微

21 2008年 9月13日 7:30 油送船第二西本丸衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 121 2009年 9月7日 8:12 貨物船RICH STAR衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

22 2008年 9月24日 18:10 旅客船第拾五小浦丸衝突（桟橋） 2009年 1月30日 軽微 122 2009年 9月17日 10:30 貨物船第二十ぼうぜ丸衝突（岸壁） 2010年 3月26日 軽微

23 2008年 9月24日 8:00 貨物船センチュリ－１８衝突（岸壁） 2009年 2月27日 軽微 123 2009年 10月3日 16:16 貨物船Eastern Jubilee衝突（桟橋） 2010年 2月26日 軽微

24 2008年 9月25日 9:23 旅客船あさしお丸衝突（岸壁） 2009年 2月27日 軽微 124 2009年 10月8日 11:10 旅客フェリーフェリーきずな衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

25 2008年 9月29日 13:30 貨物船ボ ドゥン1衝突（岸壁） 2009年 1月30日 軽微 125 2009年 10月23日 10:00 油送船上宝丸衝突（岸壁） 2010年 4月23日 軽微

26 2008年 10月1日 8:05 貨物船日徳丸衝突（岸壁） 2009年 3月27日 軽微 126 2009年 10月29日 7:25 貨物船第六十八芳茂丸衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

27 2008年 10月7日 7:15 貨物船泰山丸衝突（岸壁） 2009年 2月27日 軽微 127 2009年 11月1日 18:30 貨物船ふじとよ衝突（岸壁） 2010年 4月23日 軽微

28 2008年 10月12日 12:40 旅客船おおぬま衝突（桟橋） 2009年 2月27日 軽微 128 2009年 11月7日 14:20 水上オートバイ前川号衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

29 2008年 10月14日 17:40 貨物船英省丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 129 2009年 11月13日 6:00 コンテナ船あしや衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

30 2008年 10月29日 7:30 貨物船海邦衝突（岸壁） 2009年 3月27日 軽微 130 2009年 11月16日 14:00 押船大開２号衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

31 2008年 11月1日 5:30 交通船第五たちばな衝突（岸壁） 2010年 1月29日 131 2009年 12月3日 3:40 貨物船栄勢丸衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

32 2008年 11月5日 21:05 貨物船第八勇亀丸衝突（荷役施設） 2009年 3月27日 軽微 132 2009年 12月5日 12:46 自動車運搬船NEW CENTURY 1衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

33 2008年 11月7日 10:40 油送船高砂丸衝突（岸壁） 2009年 4月24日 軽微 133 2009年 12月13日 8:20 引船とかちバージ神－５５００衝突（岸壁） 2010年 5月28日 軽微

34 2008年 11月11日 8:30 貨物船高洲川丸衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 134 2009年 12月17日 19:45 貨物船盛山丸衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

35 2008年 11月12日 5:00 漁船第二豊榮丸衝突（桟橋） 2010年 2月26日 軽微 135 2009年 12月19日 10:13 旅客船ニューたいよう衝突（桟橋） 2010年 6月25日 軽微

36 2008年 11月19日 9:20 油送船第二十八旭丸衝突（桟橋） 2009年 4月24日 軽微 136 2009年 12月19日 10:45 旅客船おれんじぐれいす衝突（桟橋） 2010年 9月17日 軽微

37 2008年 11月20日 10:38 旅客船サイプリア宗谷衝突（岸壁） 2009年 8月28日 137 2009年 12月22日 4:07 漁船第一朝日丸衝突（護岸） 2010年 9月17日 軽微

38 2008年 11月22日 3:07 貨物船シー オリオン衝突（シーバース） 2009年 3月27日 軽微 138 2009年 12月22日 11:49 貨物船新福丸衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

39 2008年 11月24日 18:42 旅客船うずしお衝突（桟橋） 2009年 6月26日 軽微 139 2009年 12月22日 9:00 漁船第二十二浜吉丸衝突（陸上施設） 2011年 2月25日 軽微

40 2008年 11月29日 16:30 旅客船マルベージャ３衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 140 2009年 12月27日 7:07 貨物船RICKMERS TOKYO衝突（岸壁） 2010年 12月17日 軽微

41 2008年 12月1日 18:40 貨物船第一平成丸衝突（岸壁） 2009年 4月24日 軽微 141 2009年 12月28日 13:50 貨物船ニューしんこう丸衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

42 2008年 12月12日 7:33 貨物船HAE JIN衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 142 2009年 12月29日 9:50 貨物船第三鶴吉丸衝突（荷役施設） 2010年 9月17日 軽微

43 2008年 12月15日 14:55 漁業取締船らくよう衝突（岸壁） 2009年 4月24日 軽微 143 2009年 12月30日 15:50 押船第２２美咲押船第２３美咲バージ第２８美咲衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

44 2008年 12月23日 13:25 旅客船べにりあ衝突（岸壁） 2009年 4月24日 軽微 144 2010年 1月1日 18:25 貨物船真栄丸衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

45 2008年 12月25日 11:50 引船うつみ引船列衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 145 2010年 1月11日 16:40 旅客船しまちどり衝突（岸壁） 2010年 7月30日 軽微

46 2008年 12月26日 6:51 旅客フェリーさんふらわあごーるど衝突（岸壁） 2010年 4月23日 146 2010年 1月12日 6:16 貨物船第一いく丸衝突（桟橋） 2010年 7月30日 軽微

47 2008年 12月26日 14:30 貨物船日徳丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 147 2010年 1月18日 8:10 旅客船第二せきぜん引船なさみ丸巡視艇せとぎり衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

48 2008年 12月29日 14:20 旅客船シャトルすたー衝突（桟橋） 2009年 11月27日 軽微 148 2010年 1月18日 19:40 貨物船東広丸衝突（岸壁） 2010年 10月29日 軽微

49 2008年 12月30日 18:28 旅客船いそかぜⅡ衝突（護岸） 2009年 7月31日 軽微 149 2010年 1月20日 20:00 貨物船新三栄丸衝突（岸壁） 2010年 10月29日 軽微

50 2009年 1月3日 7:00 貨物船日鋼丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 150 2010年 1月23日 18:10 貨物船第三南海丸衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

51 2009年 1月5日 11:10 押船広峯丸被押バージ広峯２号衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 151 2010年 1月23日 11:40 油タンカー第六竹丸衝突（岸壁） 2010年 11月26日 軽微

52 2009年 1月8日 15:43 旅客船フェリーゆうむつ衝突（岸壁） 2009年 9月18日 軽微 152 2010年 1月29日 17:05 旅客船嵯峨島丸衝突（岸壁） 2010年 6月25日 軽微

53 2009年 1月9日 7:55 貨物船うりずん衝突（岸壁） 2010年 2月26日 153 2010年 2月2日 7:50 油タンカー瑞光丸衝突（桟橋） 2010年 7月30日 軽微

54 2009年 1月10日 6:50 貨物船はくちょう丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 154 2010年 2月6日 14:47 旅客船しらきさん衝突（桟橋） 2010年 8月27日 軽微

55 2009年 1月10日 16:00 引船第１８明祥丸衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 155 2010年 2月8日 14:30 引船明祥丸台船第７内間衝突（岸壁） 2010年 8月27日 軽微

56 2009年 1月10日 7:20 押船海馬被押バージ第十一日進衝突（桟橋） 2009年 8月28日 軽微 156 2010年 2月22日 15:00 貨物船三和丸衝突（荷役施設） 2010年 8月27日 軽微

57 2009年 1月12日 8:23 旅客船さんふらわあにしき衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 157 2010年 2月26日 0:20 引船第三十七関西丸衝突（岸壁） 2010年 8月27日 軽微

58 2009年 1月12日 8:35 引船平和丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 158 2010年 3月1日 16:15 貨物船第二富士山丸衝突（桟橋） 2010年 8月27日 軽微

59 2009年 1月14日 6:30 貨物船第三南海丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 159 2010年 3月2日 7:40 貨物船JH YOUNG衝突（岸壁） 2011年 2月25日 軽微

60 2009年 1月14日 17:40 引船第八たけ丸衝突（桟橋） 2009年 6月26日 軽微 160 2010年 3月9日 12:30 水先船べいぱいろっと２衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

61 2009年 1月14日 9:59 旅客船旭洋丸衝突（岸壁） 2009年 8月28日 軽微 161 2010年 3月15日 23:40 貨物船Guts 妙宝丸衝突（岸壁） 2010年 10月29日 軽微

62 2009年 1月16日 18:38 貨物船八徳丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 162 2010年 3月20日 19:45 貨物船平和丸衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

63 2009年 1月17日 3:00 漁船新栄丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 163 2010年 3月20日 21:45 旅客船３号はやぶさ衝突（岸壁） 2011年 1月28日 軽微

64 2009年 1月17日 1:20 貨物船第三太賀丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 164 2010年 3月22日 8:00 貨物船南西丸衝突（岸壁） 2011年 3月25日 軽微

65 2009年 1月18日 16:10 貨物船第八三榮丸衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 165 2010年 3月24日 8:20 ケミカルタンカーEMERALD SAMBU衝突（桟橋） 2010年 12月17日 軽微

66 2009年 1月23日 16:10 貨物船鳳晴丸衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 166 2010年 3月25日 10:00 作業船第三十二大生丸衝突（桟橋） 2011年 1月28日 軽微

67 2009年 1月28日 0:25 引船くにさき丸衝突（岸壁） 2009年 10月30日 軽微 167 2010年 4月6日 15:30 貨物船第七住力丸衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

68 2009年 1月28日 22:45 貨物船第五勇進丸衝突（護岸） 2009年 9月18日 168 2010年 4月16日 14:55 貨物船第十八大栄丸衝突（陸上クレーン） 2011年 3月25日 軽微

69 2009年 2月1日 21:05 旅客船びなす衝突（桟橋） 2009年 7月31日 軽微 169 2010年 4月19日 7:30 貨物船SHI LONG３衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

70 2009年 2月10日 15:45 貨物船富士丸衝突（岸壁） 2009年 11月27日 軽微 170 2010年 4月19日 16:10 漁船祥洋丸衝突（岸壁） 2010年 10月29日 軽微

71 2009年 2月10日 9:04 作業船第五松風衝突（桟橋） 2009年 6月26日 軽微 171 2010年 4月20日 8:00 貨物船ＢＭ１衝突（岸壁） 2010年 9月17日 軽微

72 2009年 2月12日 7:30 貨物船KAVALEROVO衝突（岸壁） 2009年 5月29日 軽微 172 2010年 4月26日 7:13 コンテナ船HEUNG-A JAKARTA衝突（ガントリークレーン） 2010年 12月17日

73 2009年 2月12日 16:05 貨物船英省丸衝突（岸壁） 2009年 8月28日 軽微 173 2010年 4月28日 15:00 液体化学薬品ばら積船太陽丸衝突（桟橋） 2010年 10月29日 軽微

74 2009年 2月13日 13:30 貨物船第二紀芳丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 174 2010年 5月7日 5:57 油送船SUNNY NOAH衝突（桟橋） 2011年 5月27日 軽微

75 2009年 2月18日 17:50 貨物船繁竜丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 175 2010年 5月12日 21:00 貨物船海豊丸衝突（岸壁） 2010年 11月26日 軽微

76 2009年 2月19日 9:40 貨物船第二信栄丸衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 176 2010年 5月19日 20:46 ロールオン・ロールオフ貨物船つるが衝突（岸壁） 2011年 6月24日

77 2009年 2月21日 14:00 貨物船新旗山衝突（岸壁） 2009年 6月26日 軽微 177 2010年 5月26日 17:05 旅客船フェリーしらしま衝突（岸壁） 2010年 10月29日 軽微

78 2009年 2月23日
11:10
11:35

貨物船PAN RISE衝突（岸壁）　貨物船PAN RISE衝突（着岸船） 2010年 4月23日 軽微 178 2010年 6月1日 11:50 油タンカー栄豊丸衝突（係船施設） 2012年 1月27日

79 2009年 2月24日 23:00 貨物船第八芙蓉丸衝突（岸壁） 2009年 7月31日 軽微 179 2010年 6月2日 19:20 旅客フェリーりつりん２衝突（岸壁） 2010年 10月29日

80 2009年 3月2日 14:05 旅客船香川丸衝突（桟橋） 2009年 9月18日 軽微 180 2010年 6月2日 20:10 モーターボートQUEENⅢ衝突（護岸） 2012年 1月27日 重大

81 2009年 3月3日 14:15 旅客船ニューあしずり衝突（岸壁） 2010年 4月23日 軽微 181 2010年 6月15日 17:43 旅客船うぷゆう衝突（桟橋） 2011年 2月25日 軽微

82 2009年 3月10日 14:15 貨物船瑞祥丸衝突（桟橋） 2009年 9月18日 軽微 182 2010年 6月17日 16:30 旅客船ニューくだかⅢ衝突（桟橋） 2010年 11月26日 軽微

83 2009年 3月11日 8:50 貨物船第一いく丸衝突（桟橋） 2009年 7月31日 軽微 183 2010年 6月26日 8:30 石材・砂利採取運搬船第八住力丸衝突（上架中の船舶） 2010年 12月17日 軽微

84 2009年 3月16日 20:40 貨物船富士山丸衝突（桟橋） 2009年 6月26日 軽微 184 2010年 7月5日 12:25 遊覧船マリンビュー２衝突（岸壁付近施設） 2013年 3月29日

85 2009年 3月18日 15:15 押船第三清水丸被押バージ第二十四清水丸衝突（岸壁） 2009年 9月18日 軽微 185 2010年 7月10日 7:50 貨物船大航丸衝突（岸壁） 2011年 3月25日 軽微

86 2009年 3月19日 8:00 旅客船フェリー栗国衝突（岸壁） 2010年 1月29日 軽微 186 2010年 7月11日 22:00 漁船漁政丸衝突（護岸） 2011年 1月28日

87 2009年 3月21日 15:00 漁船第五十八寿々丸衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微 187 2010年 7月14日 19:52 旅客船第二十八鳥羽丸衝突（護岸） 2011年 6月24日 軽微

88 2009年 3月22日 4:00 貨物船山優丸衝突（岸壁） 2010年 2月26日 軽微 188 2010年 7月15日 8:26 油タンカー北扇丸衝突（桟橋） 2011年 2月25日 軽微

89 2009年 3月25日 15:28 押船日新被押はしけ新菱５号衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微 189 2010年 7月18日 5:35 旅客フェリーつくし衝突（岸壁） 2011年 2月25日 軽微

90 2009年 3月27日 4:30 押船日新被押はしけ新菱１号衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微 190 2010年 7月19日 21:51 モーターボートＫａｉｓｅｒ衝突（係船杭） 2011年 9月30日 重大

91 2009年 4月1日 16:05 貨物船ひうち２衝突（岸壁） 2009年 9月18日 軽微 191 2010年 7月25日 23:30 引船第八喜代丸はしけ第五黒崎丸衝突（岸壁） 2011年 1月28日

92 2009年 4月2日 12:23 貨物船TAI XIANG2衝突（岸壁） 2009年 9月18日 軽微 192 2010年 8月13日 7:00 旅客フェリーおおしま衝突（桟橋） 2011年 11月25日

93 2009年 4月4日 18:00 貨物船住徳丸衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微 193 2010年 8月16日 16:30 旅客フェリー旭洋丸衝突（桟橋） 2011年 1月28日

94 2009年 4月6日 8:56 旅客船ブルーライン衝突（岸壁） 2009年 11月27日 軽微 194 2010年 8月21日 13:05 貨客船かめりあ丸衝突（岸壁） 2011年 10月28日

95 2009年 4月20日 14:25 貨物船第二はる丸衝突（岸壁） 2009年 11月27日 軽微 195 2010年 8月25日 7:45 貨物船光辰丸衝突（岸壁） 2011年 3月25日 軽微

96 2009年 4月26日 11:34 旅客船クィーンぼうぜ衝突（桟橋） 2009年 10月30日 軽微 196 2010年 8月27日 20:20 モーターボートアドレナリンジャンキーⅡ衝突（護岸） 2011年 10月28日

97 2009年 4月27日 3:55 貨物船第３青木丸衝突（岸壁） 2009年 8月28日 軽微 197 2010年 9月5日 1:30 引船大興丸衝突（桟橋） 2011年 4月22日 軽微

98 2009年 4月30日 17:25 旅客船にぃぬふぁぶし衝突（桟橋） 2009年 10月30日 軽微 198 2010年 9月9日 8:00 旅客船フェリーかけろま衝突（岸壁） 2011年 1月28日 軽微

99 2009年 4月30日 9:45 貨物船やさか衝突（陸上クレーン） 2010年 5月28日 軽微 199 2010年 9月13日 15:10 貨物船博祐丸衝突（岸壁） 2012年 12月21日

100 2009年 4月30日 8:32 貨物船なは衝突（岸壁） 2009年 12月18日 軽微 200 2010年 9月14日 8:25 油送船第十七ひかり丸衝突（岸壁） 2011年 4月22日 軽微
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付録 運輸安全委員会事故調査報告書リスト(2/4)  

 

注）運輸安全委員会事故調査報告書における「船(単：船舶単独)事故のうち, 「岸壁（565件）、岸壁等（53件）」への衝突案件（618件）を抽出した. 一部, 同日発生日の複数案件間で発生時刻が
前後しているものがあるが, 参考文献 1）の検索システムでの表示順序に基づき整理番号を付している. 2008年10月から2019年12月までに公表された報告書が対象

201 2010年 9月16日 15:00 遊漁船釣吉丸衝突（護岸） 2011年 6月24日 301 2012年 1月17日 21:49 貨物船兼油タンカー新衛丸衝突（岸壁） 2012年 10月26日

202 2010年 9月18日 7:55 貨物船泰光丸衝突（コンクリートドルフィン） 2011年 4月22日 302 2012年 1月23日 8:54 貨物船LIVADIA衝突（岸壁） 2012年 9月28日

203 2010年 9月18日 6:00 旅客フェリーおれんじぐれいす衝突（岸壁） 2012年 4月27日 軽微 303 2012年 1月24日 18:32 旅客フェリースーパーライナーはやて衝突（岸壁） 2012年 7月27日 軽微

204 2010年 9月24日 9:25 旅客船フェリーあけぼの衝突（岸壁） 2011年 3月25日 軽微 304 2012年 1月26日 12:00 貨物船第三健和丸衝突（岸壁） 2012年 7月27日 軽微

205 2010年 9月28日 16:40 漁船第一高栄丸衝突（岸壁） 2011年 6月24日 軽微 305 2012年 1月31日 5:10 砂利運搬船明盛丸衝突（岸壁） 2012年 11月30日

206 2010年 10月17日 8:20 貨物船隆山丸衝突（岸壁） 2011年 6月24日 軽微 306 2012年 2月1日 11:05 旅客フェリーかなや丸衝突（岸壁） 2012年 9月28日 軽微

207 2010年 10月24日 16:09 油タンカーPACIFIC POLARIS衝突（桟橋） 2012年 12月21日 重大 307 2012年 2月9日 14:25 自動車専用船第八光洋丸衝突（岸壁） 2012年 8月31日 軽微

208 2010年 10月26日 15:00 貨物船第一金生丸衝突（陸上クレーン） 2011年 9月30日 軽微 308 2012年 2月20日 6:10 旅客フェリー第三いんのしま衝突（桟橋） 2012年 7月27日 軽微

209 2010年 10月30日 10:00 貨物船第八萬吉丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 309 2012年 2月23日 8:30 旅客フェリーしわく丸衝突（岸壁） 2013年 4月26日 軽微

210 2010年 10月30日 8:40 漁船豊漁丸衝突（護岸） 2011年 11月25日 310 2012年 3月4日 21:40 貨物船三萬吉４衝突（岸壁クレーン） 2012年 10月26日 軽微

211 2010年 11月1日 7:40 油タンカー栄豊丸衝突（桟橋） 2011年 4月22日 軽微 311 2012年 3月6日 6:30 引船菜穂台船ＫＳ－２衝突（岸壁） 2012年 10月26日 軽微

212 2010年 11月2日 12:15 ロールオン・ロールオフ貨物船神泉丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 312 2012年 3月17日 7:45 旅客船第３はまゆう衝突（岸壁） 2012年 8月31日 軽微

213 2010年 11月6日 11:00 モーターボート朝潮Ⅱ衝突（岸壁） 2011年 11月25日 313 2012年 3月19日 8:00 貨物船ぬくしな衝突（岸壁） 2013年 2月22日 軽微

214 2010年 11月7日 8:10 液体化学薬品ばら積船第十友昇丸衝突（桟橋） 2011年 5月27日 軽微 314 2012年 3月24日 3:00 貨物船宝吉丸衝突（岸壁） 2012年 12月21日 軽微

215 2010年 11月23日 20:00 旅客船ＫＯＧＡＮＥ衝突（桟橋） 2011年 6月24日 軽微 315 2012年 3月28日 13:20 旅客船夢ウエル丸衝突（桟橋） 2013年 6月28日 軽微

216 2010年 11月25日 15:40 貨物船加寿賀丸衝突（岸壁） 2011年 6月24日 軽微 316 2012年 4月3日 13:05 旅客船シトラス衝突（桟橋） 2013年 2月22日 軽微

217 2010年 11月25日 7:12 ケミカルタンカー第五近祥丸衝突（岸壁） 2011年 8月26日 317 2012年 4月3日 13:20 自動車運搬船日翔丸衝突（岸壁） 2012年 10月26日 軽微

218 2010年 12月3日 7:40 貨物船だいゆう丸衝突（陸上クレーン） 2012年 6月29日 318 2012年 4月13日 23:32 コンテナ船EVER PEACE衝突（岸壁） 2013年 3月29日

219 2010年 12月7日 8:13 旅客フェリーフェリーふくおか２衝突（ドルフィン） 2012年 6月29日 319 2012年 4月20日 21:10 コンテナ船EVER UNISON衝突（岸壁） 2013年 5月31日 重大

220 2010年 12月10日 8:00 貨物船鶴洋丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 320 2012年 4月27日 7:00 貨物船第十八三幸丸衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

221 2010年 12月11日 15:10 貨物船ふじき衝突（岸壁） 2011年 6月24日 軽微 321 2012年 4月30日 6:00 貨物船第一弘栄丸衝突（護岸） 2013年 2月22日 軽微

222 2010年 12月17日 17:10 旅客船第十かんおん衝突（桟橋） 2011年 9月30日 軽微 322 2012年 5月11日 7:20 旅客船あさかぜ衝突（岸壁） 2013年 7月26日 軽微

223 2010年 12月22日 14:23 自動車運搬船蓉翔丸衝突（陸上荷役施設） 2012年 7月27日 323 2012年 5月24日 10:00 貨物船裕翔丸衝突（岸壁クレーン） 2013年 9月27日 軽微

224 2010年 12月31日 7:10 貨物船鐵翔丸衝突（岸壁） 2011年 8月26日 軽微 324 2012年 6月2日 8:39 学術研究船白鳳丸衝突（岸壁） 2012年 10月26日 軽微

225 2011年 1月5日 12:20 貨物船てつりゅう衝突（岸壁） 2012年 2月24日 325 2012年 6月20日 1:30 引船みずほ衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

226 2011年 1月6日 18:00 貨物船第一摂津丸衝突（岸壁） 2011年 7月29日 軽微 326 2012年 7月4日 8:30 引船第三十二明神丸台船ＤＹ－３６衝突（桟橋） 2013年 9月27日 軽微

227 2011年 1月8日 7:00 貨物船第一オーナミ衝突（岸壁） 2011年 8月26日 軽微 327 2012年 7月11日 15:17 セメント運搬船千早丸ケミカルタンカー昭豊丸衝突（護岸） 2013年 5月31日

228 2011年 1月8日 9:50 油タンカー第一内海丸衝突（桟橋） 2012年 5月25日 328 2012年 7月21日 10:45 コンテナ船だいこく衝突（岸壁） 2013年 1月25日 軽微

229 2011年 1月10日 14:50 貨物船啓隆丸衝突（護岸） 2012年 3月30日 329 2012年 7月21日 13:50 貨物船みつひろ５衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

230 2011年 1月17日 6:15 貨物船第二 三栄丸衝突（岸壁） 2011年 7月29日 軽微 330 2012年 7月21日 5:03 液体化学薬品ばら積船第五十一光輝丸衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

231 2011年 1月18日 20:13 旅客船ニュー豊予衝突（桟橋） 2011年 7月29日 軽微 331 2012年 7月21日 16:00 押船第八十八昭栄丸バージ砂川組３号衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

232 2011年 1月20日 22:00 貨物船第五高神丸衝突（岸壁） 2011年 10月28日 軽微 332 2012年 7月22日 16:45 水上オートバイＲＸＴ衝突（護岸） 2013年 7月26日 軽微

233 2011年 1月23日 0:15 貨物船第二十一新福丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 333 2012年 8月3日 9:00 押船第十八昇竜丸起重機船第十八海生号衝突（岸壁） 2013年 4月26日

234 2011年 1月26日 18:45 貨物船第八厚栄丸衝突（岸壁） 2011年 12月16日 軽微 334 2012年 8月12日 20:15 モーターボートＴＡＫＡＨＡＳＨＩ衝突（護岸） 2014年 1月31日

235 2011年 1月29日 19:55 貨物船日徳丸衝突（岸壁） 2011年 8月26日 335 2012年 8月18日 14:00 作業船せんざん衝突（桟橋） 2013年 5月31日 軽微

236 2011年 1月31日 6:03 砂利採取運搬船八幡丸衝突（護岸） 2012年 11月30日 336 2012年 8月21日 16:40 貨物船甲山丸衝突（桟橋） 2013年 1月25日 軽微

237 2011年 2月3日 8:50 貨物船南星丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 337 2012年 9月10日 12:40 貨物船東輝丸衝突（岸壁） 2013年 2月22日 軽微

238 2011年 2月4日 8:10 貨物船第三健和丸衝突（岸壁） 2011年 10月28日 軽微 338 2012年 9月13日 6:50 液化化学薬品ばら積船第二海誠丸衝突（岸壁） 2013年 4月26日 軽微

239 2011年 2月7日 6:35 砂利運搬船第六十八伸光丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 軽微 339 2012年 9月17日 14:10 ロールオン・ロールオフ貨物船第一はる丸衝突（岸壁） 2013年 3月29日 軽微

240 2011年 2月13日 7:00 液体化学薬品ばら積船第八東亜丸衝突（岸壁） 2011年 11月25日 軽微 340 2012年 9月17日 13:30 液体化学薬品ばら積船第八ニッケル丸衝突（岸壁） 2013年 4月26日 軽微

241 2011年 2月22日 3:50 漁船第八十一鷹丸衝突（岸壁） 2011年 10月28日 341 2012年 10月3日 11:20 貨物船第一稲荷丸衝突（ガントリークレーン） 2013年 5月31日 軽微

242 2011年 2月24日 7:05 貨物船第八盛山丸衝突（岸壁） 2012年 12月21日 342 2012年 10月4日 6:23 旅客フェリーしらはま丸衝突（岸壁） 2013年 6月28日 軽微

243 2011年 2月25日 16:40 旅客フェリー第八きりくし衝突（桟橋） 2011年 9月30日 343 2012年 10月12日 15:45 押船ツーナスバージツーナス衝突（桟橋） 2013年 11月29日 軽微

244 2011年 2月28日 10:17 貨物船STAR HANSA衝突（岸壁） 2011年 9月30日 344 2012年 10月16日 19:20 引船布引丸衝突（ドルフィン） 2013年 4月26日

245 2011年 2月28日 11:00 引船むづき丸台船（船名不詳）衝突（岸壁） 2012年 4月27日 軽微 345 2012年 10月22日 14:15 貨物船安芸津丸衝突（岸壁） 2013年 6月28日 軽微

246 2011年 3月4日 15:45 油タンカー第十二宝勢丸衝突（桟橋） 2012年 3月30日 346 2012年 10月22日 13:25 液体化学薬品ばら積船第二英華丸衝突（岸壁） 2013年 5月31日 軽微

247 2011年 3月12日 14:45 貨物船第一陽周丸衝突（岸壁） 2012年 4月27日 軽微 347 2012年 10月29日 8:00 引船成田丸衝突（岸壁） 2013年 4月26日 軽微

248 2011年 3月15日 15:20 貨物船第八明神丸衝突（岸壁） 2011年 9月30日 348 2012年 11月2日 6:55 貨物船SHINLINE 6衝突（岸壁） 2014年 6月27日

249 2011年 3月16日 11:55 旅客船ニュービサン衝突（桟橋） 2011年 9月30日 349 2012年 11月5日 16:00 砂利採取運搬船第二八幡丸衝突（岸壁） 2013年 6月28日 軽微

250 2011年 3月16日 7:54 ケミカルタンカーSUNRISE SAKURA衝突（岸壁） 2012年 5月25日 350 2012年 11月8日 8:00 砂利採取運搬船第五住吉丸衝突（岸壁） 2014年 1月31日 軽微

251 2011年 3月19日 7:00 貨物船GAO XIN6衝突（岸壁） 2011年 8月26日 軽微 351 2012年 11月12日 8:10 貨物船安芸津丸衝突（ドルフィン） 2013年 5月31日 軽微

252 2011年 3月21日 11:42 貨物船HONG XIN２衝突（岸壁） 2011年 12月16日 軽微 352 2012年 11月12日 7:00 砂利採取運搬船第６報湾丸搭載艇第六報湾丸衝突（岸壁） 2014年 2月28日 軽微

253 2011年 3月22日 11:45 交通船第十八あき丸衝突（岸壁） 2012年 4月27日 353 2012年 12月3日 4:25 漁船蛭子丸衝突（ドルフィン） 2013年 4月26日

254 2011年 3月25日 19:20 油タンカー第五大啓丸衝突（桟橋） 2011年 11月25日 軽微 354 2012年 12月6日 13:40 自動車運搬船ふがく丸砂利運搬船聖祐衝突（着岸船） 2013年 7月26日

255 2011年 3月25日 12:33 コンテナ船WAN HAI 261貨物船DA FU衝突（着岸船） 2012年 5月25日 355 2012年 12月6日 7:48 旅客フェリーゆうかり衝突（岸壁） 2013年 10月25日 軽微

256 2011年 3月29日 16:30 漁船第八十八太和丸衝突（岸壁） 2012年 5月25日 軽微 356 2012年 12月6日 21:00 貨物船金生丸衝突（岸壁） 2014年 1月31日 軽微

257 2011年 4月2日 17:20 貨物船JASMINE ACE衝突（岸壁） 2011年 8月26日 軽微 357 2012年 12月10日 15:50 旅客フェリー第二せきぜん衝突（桟橋） 2014年 9月25日

258 2011年 4月3日 12:57 貨客船さるびあ丸衝突（岸壁） 2011年 12月16日 軽微 358 2012年 12月17日 10:25 油送船第二十三浪速丸衝突（桟橋） 2013年 8月30日 軽微

259 2011年 4月4日 8:40 漁船広昇丸衝突（岸壁） 2011年 11月25日 軽微 359 2012年 12月20日 8:00 貨物船大黒丸衝突（桟橋） 2014年 3月28日 軽微

260 2011年 4月4日 11:24 旅客船フェリーおき衝突（陸上施設） 2012年 7月27日 360 2013年 1月4日 11:50 貨物船ＰＲＯＫ衝突（岸壁） 2013年 8月30日 軽微

261 2011年 4月11日 23:40 貨物船第拾弐榮壽丸衝突（護岸） 2011年 10月28日 361 2013年 1月7日 14:40 ケミカルタンカーオリエンタルエース衝突（ドルフィン） 2013年 9月27日 軽微

262 2011年 4月14日 15:15 貨物船第一くろしお衝突（岸壁） 2011年 11月25日 軽微 362 2013年 1月16日 14:00 押船周南丸衝突（岸壁） 2013年 6月28日 軽微

263 2011年 4月18日 8:00 押船第十明祐バージ神祐衝突（岸壁） 2011年 11月25日 軽微 363 2013年 1月26日 20:45 ロールオン・ロールオフ貨物船つるが衝突（岸壁） 2013年 5月31日

264 2011年 4月21日 21:35 セメント運搬船第三十八すみせ丸衝突（岸壁） 2012年 2月24日 軽微 364 2013年 1月27日 18:55 押船すぴなー３バージすぴなー３衝突（桟橋） 2013年 6月28日 軽微

265 2011年 4月27日 10:30 砂利採取運搬船第八住力丸衝突（岸壁） 2011年 11月25日 軽微 365 2013年 2月4日 11:35 貨物船第三久美丸衝突（荷役施設） 2014年 2月28日 軽微

266 2011年 4月29日 7:35 貨物船第六進和丸衝突（岸壁） 2011年 10月28日 軽微 366 2013年 2月20日 6:20 旅客フェリーニューくにさき衝突（岸壁） 2014年 2月28日 軽微

267 2011年 5月4日 15:15 ケミカルタンカー東ソ丸衝突（岸壁） 2012年 8月31日 軽微 367 2013年 3月2日 15:51 旅客フェリーおーしゃんのーす衝突（岸壁） 2013年 8月30日 軽微

268 2011年 5月8日 7:00 引船第八住吉丸台船日東５号衝突（岸壁） 2012年 1月27日 軽微 368 2013年 3月6日 10:39 ヨットＭＡＴＳＵＫＡＺＥ衝突（可動橋） 2014年 3月28日 軽微

269 2011年 5月11日 23:30 貨物船栄勢丸衝突（岸壁） 2012年 2月24日 軽微 369 2013年 3月13日 12:45 コンテナ船DS BLUE WAVE 衝突（岸壁） 2013年 8月30日 軽微

270 2011年 5月15日 16:00 旅客船エンジェル衝突（桟橋） 2012年 2月24日 軽微 370 2013年 3月18日 9:23 旅客フェリーじんわ衝突（桟橋） 2013年 10月25日 軽微

271 2011年 5月15日 5:30 液体化学薬品ばら積船第二海誠丸衝突（岸壁） 2012年 1月27日 軽微 371 2013年 3月18日 13:20 押船げんせきはしけ原石１号衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微

272 2011年 5月22日 3:01 漁船長光丸衝突（岸壁） 2011年 12月16日 軽微 372 2013年 4月1日 8:47 旅客船シルバープリンセス衝突（岸壁） 2013年 9月27日 軽微

273 2011年 5月28日 11:06 貨物船GRAND ASANO衝突（シーバース） 2011年 11月25日 軽微 373 2013年 4月5日 9:55 漁船第二十五輝宝丸衝突（ケーソン） 2013年 11月29日 軽微

274 2011年 6月6日 6:59 貨物船JL BRAVE衝突（岸壁） 2011年 10月28日 軽微 374 2013年 4月6日 10:00 旅客フェリー新なぎさ衝突（桟橋） 2013年 10月25日 軽微

275 2011年 6月8日 7:52 コンテナ船MSC FIRENZE衝突（岸壁） 2012年 10月26日 375 2013年 4月7日 14:10 旅客フェリーしわく丸衝突（岸壁） 2013年 11月29日 軽微

276 2011年 6月19日 17:47 プレジャーボートＰＥＥＲＬＥＳＳ衝突（護岸） 2013年 2月22日 重大 376 2013年 4月12日 13:47 コンテナ船WAN HAI 102衝突（岸壁） 2013年 11月29日

277 2011年 6月23日 8:38 ケミカルタンカーCRANE GAIA衝突（桟橋） 2012年 4月27日 377 2013年 4月14日 3:46 旅客フェリーおれんじ九州衝突（岸壁） 2014年 1月31日 軽微

278 2011年 6月24日 11:15 ロールオン・ロールオフ貨物船みやらびⅡ衝突（岸壁） 2012年 2月24日 軽微 378 2013年 4月21日 7:02 旅客船兼自動車渡船桜島丸衝突（岸壁） 2014年 3月28日

279 2011年 7月9日 13:20 ケミカルタンカー隆政丸衝突（桟橋） 2012年 6月29日 379 2013年 4月21日 10:31 コンテナ船WAN HAI 273衝突（岸壁施設） 2014年 10月30日

280 2011年 7月18日 14:33 旅客船サウザンド・サニー号衝突（桟橋） 2012年 1月27日 軽微 380 2013年 4月23日 15:30 砂利採取運搬船第二藤進交通船第二ほうえい丸衝突（岸壁） 2013年 9月27日 軽微

281 2011年 7月21日 12:21 ロールオン・ロールオフ貨物船フェニックス衝突（岸壁） 2012年 6月29日 381 2013年 4月27日 19:18 コンテナ船OAKLAND EXPRESS衝突（岸壁） 2014年 3月28日

282 2011年 8月19日 4:39 コンテナ船FLEVODIJK衝突（護岸） 2014年 1月31日 重大 382 2013年 4月28日 8:30 プレジャーボートこまくさ衝突（岸壁） 2014年 12月18日

283 2011年 9月11日 17:05 貨物船第二十二新福丸衝突（岸壁） 2012年 3月30日 軽微 383 2013年 4月30日 11:58 コンテナ船JIN MAN JIANG衝突（岸壁） 2014年 10月30日 軽微

284 2011年 9月14日 9:05 漁船福昭丸衝突（岸壁） 2012年 9月28日 384 2013年 5月5日 15:05 旅客フェリーフェリーびんご衝突（桟橋） 2014年 9月25日

285 2011年 9月18日 14:36 旅客船兼自動車渡船フェリーニューこしき衝突（可動橋） 2013年 5月31日 軽微 385 2013年 5月16日 12:43 コンテナ船SANUKI衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微

286 2011年 9月21日 17:31 貨物船BEAGLE Ⅶ衝突（護岸） 2013年 4月26日 重大 386 2013年 5月25日 15:40 貨物船高嶋衝突（岸壁） 2013年 10月25日 軽微

287 2011年 10月14日 7:40 砂利採取運搬船第五十五正栄丸衝突（岸壁） 2012年 7月27日 軽微 387 2013年 5月29日 8:55 旅客船兼自動車渡船フェリーかけろま衝突（岸壁） 2014年 3月28日

288 2011年 10月15日 5:35 旅客フェリーおーしゃんさうす衝突（岸壁） 2012年 7月27日 388 2013年 6月9日 15:07 液化ガスばら積船第十三光新丸衝突（桟橋） 2013年 12月20日 軽微

289 2011年 10月17日 10:20 貨物船第二海福丸衝突（岸壁） 2012年 10月26日 389 2013年 6月9日 9:55 遊覧船かもめ５号衝突（桟橋） 2014年 1月31日 軽微

290 2011年 10月28日 7:00 貨物船カルビーポテト丸衝突（岸壁） 2012年 6月29日 軽微 390 2013年 6月10日 8:21 ＬＰＧ船まりんえーす衝突（桟橋） 2014年 11月27日 軽微

291 2011年 10月30日 17:00 旅客船ニュービサン衝突（桟橋） 2012年 4月27日 軽微 391 2013年 6月11日 16:30 貨物船裕紀丸衝突（岸壁） 2014年 1月31日 軽微

292 2011年 11月2日 8:05 貨物船SILVERY OCEAN衝突（岸壁） 2012年 3月30日 軽微 392 2013年 6月24日 7:55 液体化学薬品ばら積船英華丸衝突（桟橋） 2013年 12月20日 軽微

293 2011年 12月2日 20:05 旅客フェリーフェリーあけぼの衝突（岸壁） 2012年 7月27日 軽微 393 2013年 7月13日 7:40 貨物船第二おおあみ衝突（岸壁） 2013年 12月20日 軽微

294 2011年 12月22日 16:00 貨物フェリー第三南海丸衝突（岸壁） 2012年 9月28日 軽微 394 2013年 7月20日 0:35 モーターボートＫＵＭＩ＆ＭＡＲＹ衝突（岸壁） 2014年 4月25日

295 2011年 12月24日 8:47 旅客船宮島衝突（桟橋） 2013年 5月31日 395 2013年 7月24日 9:30 液体化学薬品ばら積船第十八神栄丸衝突（岸壁） 2014年 1月31日 軽微

296 2011年 12月24日 4:43 旅客フェリーフェリーくるしま衝突（岸壁） 2013年 2月22日 396 2013年 8月6日 17:30 川舟（船名なし）衝突（護岸） 2013年 12月20日 軽微

297 2011年 12月24日 15:55 旅客フェリーフェリーはやて衝突（岸壁） 2012年 7月27日 軽微 397 2013年 8月7日 12:00 コンテナ船DS BLUE WAVE衝突（岸壁） 2014年 2月28日 軽微

298 2011年 12月27日 7:40 貨物船第七大伸丸衝突（岸壁） 2012年 12月21日 軽微 398 2013年 8月16日 7:06 コンテナ船WAN HAI 265衝突（岸壁） 2014年 2月28日 軽微

299 2012年 1月5日 9:15 漁船第二十九誉丸衝突（岸壁） 2013年 2月22日 軽微 399 2013年 8月17日 21:25 液体化学薬品ばら積船泰和丸衝突（ドルフィン） 2014年 3月28日 軽微

300 2012年 1月16日 7:25 貨物船OUTSAILING 8衝突（岸壁） 2013年 6月28日 400 2013年 8月20日 16:24 護衛艦しまかぜ衝突（岸壁） 2014年 1月31日
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401 2013年 8月22日 6:49 貨物船盛輝２１衝突（岸壁） 2014年 3月28日 軽微 501 2015年 12月7日 10:53 旅客フェリー第三十二こくさい丸衝突（岸壁） 2016年 5月19日 軽微

402 2013年 9月3日 10:00 引船第一大千丸バージ大千衝突（桟橋） 2014年 5月30日 軽微 502 2015年 12月10日 22:15 旅客フェリーフェリー第十おおすみ衝突（岸壁） 2017年 3月30日 軽微

403 2013年 9月11日 14:00 巡視船おいらせ衝突（岸壁等） 2014年 1月31日 軽微 503 2015年 12月15日 3:00 漁船第三十三松栄丸衝突（浮きドック） 2016年 5月19日

404 2013年 9月15日 13:50 モーターボート昭幸丸衝突（護岸） 2014年 5月30日 504 2015年 12月25日 8:32 漁船玄辰但馬丸衝突（岸壁） 2016年 11月24日

405 2013年 9月16日 8:30 漁船第六十八福神丸衝突（岸壁） 2014年 8月29日 505 2016年 1月19日 12:51 旅客フェリーおれんじ四国衝突（陸上クレーン等） 2017年 2月23日

406 2013年 9月18日 8:30 貨物船第三共栄丸衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微 506 2016年 1月25日 14:34 旅客フェリーフェリー第十おおすみ衝突（岸壁） 2017年 3月30日 軽微

407 2013年 10月4日 11:00 押船第五十八住若丸バージ東鶴衝突（岸壁） 2014年 5月30日 軽微 507 2016年 1月26日 16:58 貨物船PRIMORSK LESPROM衝突（岸壁） 2016年 6月30日 軽微

408 2013年 10月5日 11:00 引船広栄丸台船第３８１良成丸衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微 508 2016年 2月1日 11:56 貨物船S MERMAID衝突（岸壁施設） 2016年 6月30日 軽微

409 2013年 10月11日 6:20 押船宝来丸バージほうらいＦＢ衝突（岸壁） 2014年 5月30日 軽微 509 2016年 2月12日 12:35 貨物船第弐百二十六鳳生丸衝突（岸壁） 2016年 10月27日 軽微

410 2013年 10月17日 7:20 貨物船第十八栄福丸衝突（岸壁） 2014年 4月25日 軽微 510 2016年 3月9日 7:30 コンテナ船HEUNG-A ULSAN衝突（岸壁） 2016年 9月29日 軽微

411 2013年 10月21日 8:00 警戒船泰神丸衝突（護岸） 2014年 4月25日 511 2016年 3月12日 5:38 貨物船若貴丸衝突（岸壁） 2016年 9月29日 軽微

412 2013年 10月22日 7:09 貨物船UNION SUCCESS衝突（岸壁） 2014年 6月27日 512 2016年 3月19日 4:30 引火性液体物質ばら積船栄周衝突（護岸） 2016年 12月15日

413 2013年 10月25日 5:00 貨物船美津川丸衝突（岸壁） 2014年 5月30日 軽微 513 2016年 3月24日 19:28 旅客フェリーさんふらわあ ぱーる衝突（岸壁） 2016年 12月15日

414 2013年 10月26日 13:25 押船須寿川丸バージ須寿川丸衝突（桟橋） 2014年 4月25日 軽微 514 2016年 4月1日 11:32 コンテナ船EVER SALUTE衝突（陸上クレーン） 2017年 9月28日

415 2013年 11月2日 12:20 巡視艇あわぎり衝突（護岸） 2014年 4月25日 軽微 515 2016年 4月13日 8:05 コンテナ船STAR PIONEER衝突（ガントリークレーン） 2017年 7月27日 軽微

416 2013年 11月13日 8:40 液化ガスばら積船オリエンタルエース衝突（ドルフィン） 2014年 5月30日 軽微 516 2016年 4月16日 14:13 旅客フェリーフェリーびざん衝突（岸壁） 2016年 10月27日 軽微

417 2013年 11月13日 14:00 貨物船第五旭丸衝突（岸壁） 2014年 11月27日 軽微 517 2016年 4月17日 20:40 旅客フェリーびなす衝突（桟橋） 2017年 8月31日

418 2013年 11月16日 15:45 貨物船美島エクスプレス衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微 518 2016年 5月22日 14:20 水上オートバイサザンクロス衝突（護岸） 2017年 9月28日

419 2013年 11月19日 10:00 ＬＰＧ運搬船日雄丸衝突（桟橋） 2014年 6月27日 軽微 519 2016年 6月19日 9:33 水上オートバイロイヤルⅡ衝突（護岸） 2016年 12月15日 軽微

420 2013年 12月3日 16:30 引船第十一利丸衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微 520 2016年 6月27日 15:50 旅客船ホタルナ衝突（桟橋） 2017年 6月29日

421 2013年 12月7日 15:50 貨物船王隆丸衝突（陸上クレーン） 2014年 6月27日 軽微 521 2016年 7月5日 21:20 貨物船第七弘栄丸衝突（陸上クレーン） 2017年 2月23日 軽微

422 2013年 12月11日 14:30 ＬＰＧ運搬船第三ぷろぱん丸衝突（桟橋） 2014年 6月27日 軽微 522 2016年 7月2日 12:10 プレジャーボートMARIE衝突（水門） 2017年 2月23日

423 2013年 12月11日 13:50 旅客船ジュゴン衝突（桟橋） 2014年 6月27日 軽微 523 2016年 7月24日 15:45 水上オートバイ15F衝突（護岸） 2017年 6月29日

424 2013年 12月13日 13:39 旅客フェリー旭洋丸衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微 524 2016年 7月28日 10:45 引船第五三すみかい丸台船明和６６衝突（桟橋） 2016年 12月15日 軽微

425 2013年 12月21日 11:45 貨客船兼自動車渡船フェリーあけぼの衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微 525 2016年 7月30日 21:55 プレジャーボートサンダーバード7号衝突（桟橋） 2017年 8月31日 軽微

426 2013年 12月26日 11:30 港湾業務艇くるしま衝突（桟橋） 2014年 7月25日 軽微 526 2016年 7月31日 12:40 水上オートバイSTX-15f衝突（護岸） 2017年 4月27日 軽微

427 2013年 12月27日 8:30 旅客フェリーしわく丸衝突（岸壁） 2015年 7月30日 軽微 527 2016年 8月8日 16:17 水上オートバイSwift Jr衝突（岸壁） 2017年 6月29日

428 2014年 1月12日 8:16 油タンカーきんたい丸衝突（桟橋） 2014年 6月27日 軽微 528 2016年 9月1日 7:30 揚錨船第58青木丸衝突（桟橋） 2017年 4月27日

429 2014年 1月16日 11:30 貨物船長運丸衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微 529 2016 9月6日 17:20 ロールオン・ロールオフ貨物船フェリーつばさ衝突（浮桟橋） 2017年 5月25日 軽微

430 2014年 2月12日 5:40 貨物船ひろしま衝突（岸壁） 2014年 10月30日 軽微 530 2016年 9月19日 18:30 旅客フェリー鳥羽丸衝突（桟橋） 2017年 8月31日

431 2014年 2月12日 11:00 貨物船新旭洋丸衝突（岸壁） 2014年 10月30日 軽微 531 2016年 11月10日 9:33 油タンカー第三鳳栄丸衝突（桟橋） 2017年 6月29日

432 2014年 2月13日 9:02 貨物船BUNGO PRINCESS衝突（岸壁） 2014年 6月27日 軽微 532 2016年 12月4日 16:45 旅客船海龍衝突（岸壁） 2017年 10月26日

433 2014年 2月13日 10:01 引船かいた丸衝突（岸壁） 2014年 12月18日 軽微 533 2016年 12月22日 10:45 ケミカルタンカーゆうき衝突（桟橋） 2017年 7月27日 軽微

434 2014年 2月15日 11:37 旅客フェリーニューくにさき衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微 534 2016年 12月25日 22:31 引船第26臼杵丸台船Y-6衝突（岸壁） 2017年 8月31日 軽微

435 2014年 2月17日 9:24 旅客船兼自動車渡船ニューくにさき衝突（岸壁） 2014年 12月18日 軽微 535 2016年 12月27日 16:14 コンテナ船SIRI BHUM衝突（岸壁） 2017年 5月25日 軽微

436 2014年 2月18日 8:10 漁船第七十一天王丸衝突（桟橋） 2015年 2月26日 536 2016年 12月29日 15:05 旅客フェリーフェリーかけろま衝突（可動橋） 2018年 10月25日

437 2014年 3月12日 7:36 貨物船YUAN SHENG衝突（岸壁） 2014年 12月18日 軽微 537 2016年 12月31日 13:15 ロールオン・ロールオフ貨物船ひまわり1衝突（岸壁） 2017年 10月26日 軽微

438 2014年 3月17日 7:00 セメント専用船北斗丸衝突（岸壁） 2015年 1月29日 軽微 538 2017年 1月28日 12:51 貨物船天馬丸衝突（岸壁） 2017年 12月21日 軽微

439 2014年 3月22日 6:00 貨物船新旭洋丸衝突（岸壁） 2014年 10月30日 軽微 539 2017年 1月31日 8:30 石材運搬船第六十三幸栄丸衝突（岸壁） 2018年 1月25日 軽微

440 2014年 3月27日 5:24 引船立栄丸はしけ○Ｍ２はしけ幸盛丸衝突（護岸） 2014年 9月25日 540 2017年 2月14日 8:00 セメント運搬船第二勇星丸衝突（桟橋） 2017年 11月30日 軽微

441 2014年 3月27日 14:33 旅客フェリーさにいおおさき衝突（護岸） 2014年 9月25日 541 2017年 2月24日 5:25 水先船すばる衝突（ドルフィン） 2018年 2月22日

442 2014年 3月28日 16:25 油タンカー妙宝丸衝突（岸壁） 2014年 9月25日 軽微 542 2017年 4月11日 11:30 旅客船JUPITER衝突（桟橋） 2017年 12月21日 軽微

443 2014年 4月1日 15:51 旅客船兼自動車渡船フェリーちくし衝突（岸壁） 2015年 2月26日 543 2017年 4月19日 14:12 貨物船WEN CHENG衝突（岸壁） 2018年 4月26日

444 2014年 4月2日 7:40 貨物船NEW AUDACITY衝突（桟橋） 2016年 2月25日 544 2017年 4月28日 11:45 旅客フェリー第二十一金風呂丸衝突（岸壁） 2018年 5月31日

445 2014年 4月15日 7:55 油送船第七光正丸警戒船ヴェルニーⅢ衝突（護岸） 2014年 11月27日 軽微 545 2017年 4月29日 14:46 旅客船JUPITER衝突（桟橋） 2017年 12月21日

446 2014年 4月17日 13:35 貨物船駿河丸衝突（岸壁） 2014年 12月18日 軽微 546 2017年 5月3日 22:00 旅客船あやかぜ7衝突（桟橋） 2017年 10月26日 軽微

447 2014年 5月8日 17:05 旅客船兼自動車渡船フェリーふくおか２衝突（岸壁） 2015年 6月25日 547 2017年 5月3日 11:55 旅客船ましま丸衝突（岸壁） 2018年 2月22日 軽微

448 2014年 5月12日 8:15 コンテナ船WILLIAM SHAKESPEARE衝突（岸壁） 2015年 4月23日 軽微 548 2017年 5月3日 15:15 旅客船JUPITER衝突（桟橋） 2018年 2月22日 軽微

449 2014年 5月15日 6:15 引船第２越浦丸起重機船第二栄進衝突（着岸中の船舶） 2014年 12月18日 軽微 549 2017年 5月12日 11:40 旅客船第2伊豆丸衝突（桟橋） 2018年 4月26日

450 2014年 5月18日 0:10 貨物船第三だいえい丸衝突（護岸） 2014年 10月30日 550 2017年 5月13日 14:46 旅客船JUPITER衝突（桟橋） 2017年 12月21日 軽微

451 2014年 5月22日 20:24 貨物船青葉山丸衝突（岸壁） 2015年 8月27日 551 2017年 6月9日 6:25 押船第八東和丸バージ第八東和衝突（岸壁） 2018年 5月31日 軽微

452 2014年 5月24日 6:30 貨物船勇亀丸衝突（岸壁） 2014年 11月27日 軽微 552 2017年 6月20日 16:29 漁船第六十八合栄丸衝突（岸壁） 2018年 1月25日 軽微

453 2014年 5月26日 12:50 貨物船海成丸衝突（桟橋） 2015年 1月29日 553 2017年 6月29日 14:05 貨物船ISUZU衝突（岸壁） 2018年 3月29日 軽微

454 2014年 6月7日 17:14 貨物船CRYSTAL SEA衝突（建造中の船舶） 2014年 10月30日 軽微 554 2017年 7月6日 15:00 貨物船FU QIANG衝突（岸壁） 2017年 11月30日 軽微

455 2014年 6月9日 13:43 貨客船兼自動車渡船クイーンコーラルプラス衝突（岸壁） 2014年 12月18日 555 2017年 7月10日 11:05 旅客フェリーおれんじ四国衝突（岸壁） 2017年 12月21日 軽微

456 2014年 6月13日 10:30 油タンカー裕鷹丸衝突（桟橋） 2014年 10月30日 軽微 556 2017年 7月20日 15:10 貨物船志盛丸衝突（ガントリークレーン） 2017年 12月21日 軽微

457 2014年 6月18日 4:23 貨物船GLORIOUS EARTH衝突（桟橋） 2015年 3月26日 557 2017年 9月10日 16:00 ケミカルタンカーSEVEN PHOENIX衝突（ドルフィン） 2018年 4月26日 軽微

458 2014年 7月26日 22:30 プレジャーボートちなみ丸衝突（護岸） 2015年 5月28日 軽微 558 2017年 9月13日 14:40 漁船SHENG JI HUI No.6衝突（岸壁） 2018年 6月28日

459 2014年 7月28日 8:19 液体化学薬品ばら積船りゅうと衝突（岸壁） 2015年 1月29日 軽微 559 2017年 9月13日 15:00 漁船TE HUNG FA衝突（係留船舶の係留索） 2018年 6月28日 軽微

460 2014年 7月29日 13:00 貨物船新辰丸衝突（陸上クレーン） 2015年 3月26日 軽微 560 2017年 10月26日 15:09 ケミカルタンカーCORAL ALICIA衝突（桟橋施設） 2018年 5月31日 軽微

461 2014年 8月5日 15:00 貨物船楠栄丸衝突（桟橋） 2015年 1月29日 軽微 561 2017年 10月27日 11:20 プレジャーボートさくら丸衝突（岸壁） 2018年 3月29日 軽微

462 2014年 10月2日 10:07 コンテナ船WAN HAI 161衝突（岸壁施設） 2015年 6月25日 562 2017年 10月29日 5:40 コンテナ船WILLIAM STRAIT衝突（ガントリークレーン） 2018年 5月31日 軽微

463 2014年 11月2日 4:50 遊漁船第二豊漁丸衝突（ケーソン） 2015年 6月25日 563 2017年 10月30日 17:10 貨物船C.S. PRINCESS衝突（岸壁） 2018年 10月25日

464 2014年 11月11日 13:26 貨物船HE HONG DA衝突（岸壁） 2016年 3月31日 564 2017年 11月25日 10:50 旅客船アワシマ１６衝突（岸壁） 2018年 11月25日

465 2014年 11月28日 12:55 貨物船NEW SILK ROAD 1衝突（岸壁） 2015年 5月28日 軽微 565 2017年 12月3日 8:00 貨物船第百七十八鳳生丸衝突（岸壁） 2018年 9月27日 軽微

466 2014年 12月4日 7:10 旅客フェリー第二十一金風呂丸衝突（岸壁） 2015年 6月25日 566 2017年 12月4日 8:22 液化ガスばら積船第二十一恭海丸衝突（桟橋） 2018年 4月26日

467 2014年 12月17日 14:30 貨物船PEARL 8衝突（岸壁） 2015年 4月23日 軽微 567 2017年 12月13日 14:58 旅客船しまばら丸衝突（桟橋） 2018年 4月26日

468 2015年 1月4日 17:50 貨物船祥栄丸衝突（岸壁） 2016年 4月28日 568 2017年 12月14日 7:00 石材運搬船第三福和丸衝突（岸壁） 2018年 11月29日 軽微

469 2015年 1月6日 15:40 貨物船SUN FORTUNE衝突（岸壁） 2015年 6月25日 軽微 569 2017年 12月28日 4:10 貨物船ニューかなざわ衝突（護岸） 2018年 5月31日 軽微

470 2015年 1月6日 16:25 貨物船JI SHUN 2衝突（岸壁） 2016年 4月28日 軽微 570 2017年 12月28日 16:59 貨物船GOLDEN SHOWER ACE衝突（岸壁） 2018年 8月30日 軽微

471 2015年 1月11日 19:20 貨物船卓洋丸衝突（岸壁） 2016年 2月25日 軽微 571 2018年 1月21日 13:37 旅客フェリーさんふらわあ ふらの衝突（岸壁） 2019年 6月27日

472 2015年 1月17日 14:22 旅客フェリーおーしゃんさうす衝突（岸壁） 2016年 3月31日 軽微 572 2018年 2月16日 17:40 旅客船フェリーくがに衝突（岸壁） 2018年 7月26日

473 2015年 1月23日 13:36 鉱石運搬船GEOPARK VENUS衝突（岸壁） 2015年 10月29日 573 2018年 2月16日 貨物船SHINNING RICH衝突（岸壁） 2018年 8月30日 軽微

474 2015年 2月1日 13:05 掃海艇つのしま衝突（岸壁） 2015年 9月17日 軽微 574 2018年 3月1日 4:48 旅客フェリーフェリーはやとも２衝突（岸壁） 2018年 10月25日

475 2015年 2月10日 14:30 貨物船JP TSUBAKI衝突（桟橋） 2015年 7月30日 575 2018年 3月1日 0:42 旅客フェリーおれんじ四国衝突（桟橋） 2019年 7月25日

476 2015年 2月11日 13:40 作業船けやき土運船大土鋼３０２号衝突（岸壁） 2015年 10月29日 軽微 576 2018年 3月2日 15:17 旅客船ケー・エス衝突（岸壁） 2018年 8月30日

477 2015年 2月19日 9:32 漁船第二長運丸衝突（岸壁） 2015年 10月29日 577 2018年 3月9日 15:30 貨物船敬天衝突（岸壁） 2018年 10月25日 軽微

478 2015年 4月13日 15:00 引船光浮きドック宗海号衝突（岸壁） 2015年 10月29日 軽微 578 2018年 3月10日 21:25 コンテナ船WILLIAM STRAIT衝突（ガントリークレーン） 2018年 12月20日 軽微

479 2015年 4月13日 10:40 旅客フェリーさにいおおさき衝突（桟橋） 2015年 10月29日 579 2018年 3月11日 10:03 自動車運搬船ふがく丸衝突（岸壁） 2018年 8月30日 軽微

480 2015年 5月27日 8:16 貨物船兼油タンカー新衛丸衝突（岸壁） 2015年 11月26日 軽微 580 2018年 3月31日 7:23 旅客フェリーいきな衝突（桟橋） 2018年 9月27日

481 2015年 5月28日 15:50 警備艇げんかい衝突（岸壁） 2016年 3月31日 軽微 581 2018年 4月13日 11:15 旅客船フェリーあまくさⅡ衝突（岸壁） 2019年 3月28日

482 2015年 6月10日 3:05 漁船朝日丸衝突（護岸） 2016年 1月28日 軽微 582 2018年 4月28日 12:48 引船協豊丸衝突（岸壁） 2018年 11月29日

483 2015年 6月18日 10:55 油タンカーENEOS SPIRIT衝突（シーバース） 2016年 4月28日 軽微 583 2018年 5月10日 10:37 旅客船ガンツウ衝突（桟橋） 2018年 9月27日 軽微

484 2015年 7月19日 15:35 遊漁船疾風衝突（岸壁） 2016年 1月28日 584 2018年 5月12日 6:25 貨物船BM UNION衝突（岸壁） 2018年 9月27日 軽微

485 2015年 7月21日 16:30 水上オートバイコウセイ衝突（護岸） 2015年 12月17日 軽微 585 2018年 5月12日 9:06 セメント運搬船第八ゆたか丸衝突（岸壁） 2019年 3月28日 軽微

486 2015年 7月25日 11:01 冷凍運搬船IBUKI衝突（岸壁） 2015年 12月17日 軽微 586 2018年 5月12日 10:27 旅客船いわい衝突（岸壁） 2018年 8月30日

487 2015年 8月2日 22:43 プレジャーボートパール衝突（岸壁） 2016年 5月19日 587 2018年 5月13日 9:55 フェリーみしま衝突（岸壁） 2019年 4月25日

488 2015年 8月9日 0:00 プレジャーボートオーベルⅡ衝突（護岸） 2016年 2月25日 588 2018年 6月5日 10:35 遊覧船あやめ丸衝突（閘門） 2019年 4月25日

489 2015年 8月23日 13:42 プレジャーボートフォーイレブン衝突（桟橋） 2016年 1月28日 軽微 589 2018年 6月18日 3:34 漁船第七宝徳丸衝突（桟橋） 2019年 7月25日

490 2015年 9月27日 21:21 コンテナ船MOL BREEZE衝突（岸壁） 2017年 2月23日 590 2018年 6月28日 19:07 貨物船北清丸衝突（桟橋） 2019年 3月28日 軽微

491 2015年 9月30日 7:30 自動車専用船PRESTIGE ACE衝突（岸壁） 2016年 12月15日 591 2018年 7月5日 16:12 貨物フェリー新さつま衝突（岸壁） 2019年 1月31日 軽微

492 2015年 10月7日 12:30 漁船第十八恵祐丸衝突（桟橋） 2017年 2月23日 592 2018年 7月8日 13:19 貨物船鼓海丸衝突（桟橋） 2019年 7月25日

493 2015年 10月31日 10:00 プレジャーボートHARUKI KUN衝突（岸壁） 2016年 5月19日 593 2018年 7月9日 7:19 ロールオン・ロールオフ貨物船清和丸衝突（岸壁） 2019年 4月25日

494 2015年 10月31日 5:53 貨客船橘丸衝突（岸壁） 2017年 2月23日 594 2018年 7月9日 13:42 油タンカー第八伸幸丸衝突（岸壁） 2019年 6月27日 軽微

495 2015年 11月4日 7:10 旅客フェリーフェリーロザリオ衝突（岸壁） 2016年 4月28日 軽微 595 2018年 7月26日 19:50 貨物船第八芙蓉丸衝突（岸壁） 2019年 3月28日 軽微

496 2015年 11月21日 8:15 旅客船兼自動車渡船フェリーおおさかⅡ衝突（桟橋） 2016年 11月24日 軽微 596 2018年 7月28日 13:44 旅客フェリー第十八櫻島丸衝突（岸壁） 2019年 8月29日

497 2015年 11月24日 11:22 コンテナ船MYRIAD衝突（岸壁） 2016年 12月15日 597 2018年 8月15日 6:38 旅客船フェリーあまくさⅡ衝突（護岸） 2019年 1月31日

498 2015年 11月26日 8:07 貨物船TERN衝突（陸上荷役施設） 2016年 12月15日 598 2018年 8月26日 16:15 旅客船Anniversary　Cruise衝突（岸壁） 2019年 6月27日 軽微

499 2015年 12月3日 10:32 旅客フェリーみせん丸衝突（桟橋） 2016年 8月25日 軽微 599 2018年 9月3日 6:38 貨物船第二優昭丸衝突（岸壁） 2019年 1月31日 軽微

500 2015年 12月3日 5:21 掃海艇あおしま衝突（桟橋） 2016年 10月27日 軽微 600 2018年 9月7日 16:50 貨物船第八東邦丸衝突（岸壁） 2019年 3月28日 軽微
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注）運輸安全委員会事故調査報告書における「船(単：船舶単独)事故のうち, 「岸壁（565件）、岸壁等（53件）」への衝突案件（618件）を抽出した. 一部, 同日発生日の複数案件間で発生時刻が
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付録 運輸安全委員会事故調査報告書リスト(4/4)  

 

601 2018年 9月23日 9:27 プレジャーボートブリーズ衝突（岸壁） 2019年 6月27日

602 2018年 10月1日 1:47 貨物船MARINA衝突（護岸） 2019年 12月19日

603 2018年 10月25日 9:27 巡視艇いよなみ衝突（岸壁） 2019年 5月30日 軽微

604 2018年 11月7日 12:09 石炭灰運搬船和平丸衝突（岸壁） 2019年 5月30日 軽微

605 2018年 11月22日 10:50 自動車専用船すずか衝突（岸壁） 2019年 10月31日 軽微

606 2018年 12月1日 13:42 コンテナ船MSC CAPELLA衝突（ガントリークレーン） 2019年 7月25日 軽微

607 2019年 1月16日 10:10 旅客船きんいん１衝突（桟橋） 2019年 9月26日

608 2019年 2月7日 7:55 貨物船龍旺丸衝突（岸壁） 2019年 9月26日 軽微

609 2019年 3月9日 9:46 ケミカルタンカーSTO VIOLET衝突（桟橋） 2019年 9月26日 軽微

公開年
公開
月日

事故
区分

整理
番号

発生年 発生月日 発生時刻 事故等名

注）運輸安全委員会事故調査報告書における「船(単：船舶単独)事故のうち, 「岸壁（565件）、岸壁等（53件）」への衝突案件（618件）を抽出した. 一部, 同日発生日の複数案件間で発生時刻が
前後しているものがあるが, 参考文献 1）の検索システムでの表示順序に基づき整理番号を付している. 2008年10月から2019年12月までに公表された報告書が対象


